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第３章 地域包括ケアシステムの実現に向けて 
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１．第 7期計画の振り返り 

（１）進捗管理の実施 

平成 29年の法改正により、第 7期計画から地域における自立した日常生活の支援、要介護状態

等となることの予防、又は、要介護状態等の軽減若しくは、悪化の防止及び介護給付等に要する費

用の適正化に関し、区市町村が取り組むべき施策及び目標を定めるとともに、その取組みと目標

について達成状況を自己評価し、評価結果を公表するよう努めることとされました。 

（２）各施策の進捗状況 

第 7 期計画期間（平成 30 年度～令和 2 年度）では、「介護予防の促進」、「生活支援の充実」、

「相談支援体制の充実」、「認知症になっても安心して暮らせる地域づくり」、「在宅医療体制の充

実」の 5 つの施策に加え、介護給付等の適正化への取組みについて、第 7 期計画策定時に設定し

た成果指標に加えて、取組みの効果を検証するための指標を追加し、半年ごとに進捗状況の振り

返りを実施しました。進捗管理を進めていく中で、その達成状況に応じ、目標の上方修正や、新し

い指標の追加を行うなど、さらなる取組みの深化を図りました。 

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2018(H30) 2019(R1) 2020(R2)

300人 600人 700人 349人 668人 713人

50回 75回 85回 82回 122回 125回

- 60% 65% - - 7%

125人 150人 200人 101人 165人 177人

1,600人 1,900人 2,000人 1,968人 11,490人 11,490人

20件 30件 40件 22件 40件 46件

２－１介護予防・日常生活支援総合事業の推進

育成研修修了者の介護事業所等への就労率 70% 70% 70% 30.2% 29.2% 0.0%

通所型サービスＢ登録者数 - 20人 30人 - 27人 43人

通所型サービスＡの検討・サービス開始 実施方法検討 制度設計 サービス開始 実施方法検討 制度設計 制度設計

200人 300人 400人 221人 310人 310人

２－２在宅生活の支援

14回 18回 20回 15回 18回 19回

地域資源情報の把握数 250件 280件 300件 198件 397件 430件

情報共有発信の

仕組みづくり
課題整理 要件の検討

第2層協議体の

構築

第2層コーディ

ネーター配置の

検討

配置に向けた具

体的検討

１－２社会参加と活動の場の充実

介護予防サポーター（フレイルサポーターを含

む）登録数

住民主体の通いの場の受け入れ人数

介護予防活動支援金の助成件数

２．生活支援の充実

総合事業基準緩和サービス従事者育成研修育成人
数

地域のささえあいの仕組みづくり協議会開催回数
（累計）

生活支援コーディネータの第2層への配置

施策体系
目標(年度) 実績(年度)

１.介護予防の促進

１－１介護予防の推進

介護予防センター・フレイル対策センター

個人登録者数

としまる体操を行う住民主体の通い場の創出

フレイル測定会のリピート率
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※令和 2年実績は、令和2年9月末現在の実績 

注）医療と介護の連携の指標に関する調査は3年に1度のため、平成 30年、令和元年実績はありません 

2018(H30) 2019(R1) 2020(R2) 2018(H30) 2019(R1) 2020(R2)

２－３見守りと支え合いの地域づくり

見守り協定団体数（累計） 5団体 8団体 10団体 8団体 8団体 8団体

見守り訪問対象人数 260人 280人 300人 247人 230人 233人

案内可能な配食事業者数 5事業者 6事業者 7事業者 7事業者 7事業者 6事業者

41.5% 42.1% 42.8% 42.1% 56.2% 54.5%

140回 140回 140回 189回 134回 71回

140件 140件 140件 189件 146件 72件

106点 106点 106点 103.8点 105.5点 -

３－２権利擁護・虐待防止の推進

高齢者虐待に関する受理件数 45件 45件 45件 49件 62件 32件

区長申立による成年後見選任件数 32件 32件 32件 33件 35件 14件

社会貢献型後見人養成人数（登録者数） 14人 18人 18人 12人 12人 12人

認知症サポーター養成講座受講者（累計） 10,000人 11,500人 13,000人 11,355人 13,230人 13,709人

200回 220回 240回 243回 217回 24回

3,000人 3,100人 3,200人 3,962人 3,657人 175人

32人 36人 40人 28人 30人 15人

80% 85% 90% 60.7% 72.7% -

在宅療養を希望する区民の割合

25件 25件 25件 24件 9件 0件

88% 89% 90% 96.4% 97.8% 99.5%

1.8% 1.6% 1.4% 1.7% 1.1% -

介護給付等の適正化への取組み

住宅改修・福祉用具の点検のうち現地調査を行っ

た件数

医療情報との突合・縦覧点検のうち誤りがなかっ

た件数割合

重度変更率の都平均との差

28.4%

５．在宅医療体制の充実

５－１医療と介護の連携

46.0% 44.4%

在宅療養が実現可能と思う区民の割合 32.7% 27.3%

４．認知症になっても安心して暮らせる地域づくり

18.6%

歯科相談窓口の認知度 25.0% 16.3%

お薬相談窓口の認知度 23.8% 16.3%

在宅医療相談窓口の認知度

４－１認知症施策の推進

認知症カフェ実施回数

認知症カフェの参加人数

認知症初期集中支援チームの支援者数（新規）

認知症初期集中支援チームの支援者中医療・介護
導入割合（未利用者の医療・介護導入割合）

３．相談支援体制の充実

３－１高齢者総合相談センターの機能強化

高齢者総合相談センター認知度

地域ケア個別会議開催回数

地域ケア個別会議検討事例数

地域包括支援センター業務自己評価（120点満点）

施策体系
目標(年度) 実績(年度)
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２．第 7期計画中における主な取組み 

（１）フレイル対策の推進

後期高齢者は、慢性疾患を複数保有し、加齢に伴う老年症候群も混在するため、フレイル（虚弱）

（※）が顕著に進行するとされています。 

後期高齢者は現役世代の肥満に重点をおいた生活習慣病対策から、フレイルに着目した対策に

徐々に転換する必要があります。そのため、高齢者に対しては、生活習慣病の発症予防や重症化予

防とあわせて、低栄養、運動機能・認知機能の低下等、フレイルの進行を予防する取組みが重要と

なってきます。 

そうしたフレイルを予防する拠点として、令和元年５月に、全国初となる「東池袋フレイル対策

センター」が開設され、１日平均 30 人余りの方にご利用いただいています。 

東池袋フレイル対策センターでは、「おとな食堂」も実施し、高齢者の孤食の防止、地域の居場

所、交流の場となっています。 

フレイルに関する正しい知識の普及啓発及び、フレイルチェックによる健康づくりへのきっか

けづくりの啓発として、令和元年9月、フレイルチェックの無料チケットとパンフレットを、70・

75歳の方（要支援・要介護認定を受けている方を除く）に送付しました。フレイルチェックにお

いては、令和元年は 1,050 人の方が実施し、「自身のフレイル予防への対策を知ることができた。」

との声をいただいています。 

令和 2 年には、より多くの方にフレイル予防に取り組んでもらうため、小学校区ごとに設置し

ている 22か所の区民ひろばに、運動機能分析装置や口腔機能測定器、脳年齢・血管年齢測定器等

のフレイル対策機器を設置するとともに、リハビリテーション専門職、管理栄養士、保健師、看護

師 (以下「各専門職」といいます。)が区民ひろばを巡回して指導する「まちの相談室」を開始し

ました。 

健康寿命の延伸を図り、在宅で自立した生活が送れる高齢者の増加を目指し、予防拠点の全区

展開で、身近な地域でフレイル予防に取り組める体制を整備していきます。 

※フレイル(虚弱)：要介護状態に至る前段階。加齢に伴い筋力や認知機能などの心身の活力が低下している状態のこと。

身体的フレイル、精神心理的フレイル、社会的フレイルの多面的側面がある。 

東池袋フレイル対策センター 
おとな食堂 フレイル機器利用の様子 
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（２）選択的介護モデル事業 

介護保険制度では、一定の条件の下で介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供

することが認められていますが、保険内外の区分方法が分かりにくい等の理由から、介護サービ

ス事業者が積極的に参入しない実態が見受けられます。介護保険サービスと保険外サービスを組

み合わせて提供することにより、介護サービス事業者の創意工夫を生かしたサービス提供が可能

になり、利用者の利便性向上や家族介護者の負担軽減、介護サービス事業者のサービス提供効率

の向上等の効果が期待できます。 

豊島区は、東京都と連携して国家戦略特区の仕組みを活用し、介護保険サービスと保険外サー

ビスの組み合わせによる効果や、問題点を検証するための試行事業である、「選択的介護モデル事

業」を、平成 30年度から令和 2年度まで実施しました。 

平成 30年 8月からは、訪問介護と保険外サービスの組み合わせによるサービス（平成 30 年度

モデル）を、「居宅内」「居宅外」「見守り等」の３つの区分で実施し、令和 2年 1月からは、通所

介護及び居宅介護支援と保険外サービスの組み合わせによるサービス（令和元年度モデル）を、

「デイサービスでの健康・療養支援」「loT（※）機器等を活用した在宅支援」の 2つの区分で実施

しました。 

サービスを提供する事業者数や利用者数は限定的でしたが、利用者の満足度や利用継続の意向

は高く、サービスの利用により在宅での生活が続けられているとの声もありました。また、事業者

側には、サービスの提供による利用者との信頼関係の構築やケアの質の向上、職員の意識やモチ

ベーションの向上、ケアマネジャー側からは、選択的介護の検討や実務者研修への参加による視

野の拡大や意識の向上等の効果がみられました。 

今回のモデル事業は現行の規制の範囲内で実施可能な内容であるため、令和 3 年度以降も必要

な方が同様のサービスを安心して利用できるように、選択的介護の普及・拡大に向けて事業者、ケ

アマネジャー等への支援を継続していきます。 

※ loT：「lnternet of Things」の略で、従来のパソコンやサーバーだけでなく、すべてのモノがインターネッ

トにつながる技術革新のこと。 



51 

（３）介護人材の確保・定着に向けた取組み 

介護人材の確保・定着にあたっては、介護人材の確保が困難な状況が続く中で、介護サービスを

提供する介護職員の定着やスキルアップを、どのように支援していくかが重要となってきます。 

豊島区では、この課題に取り組むため、平成 30 年 10 月より、指定介護サービス事業所に勤務

する職員が介護職員初任者研修、介護職員実務者研修を受講する際に係る費用の助成を開始しま

した。令和 2 年度までには、生活援助従事者研修の受講費用、介護福祉士資格取得費用に対する

助成を開始し、介護職員のスキルアップに係る支援を拡充しました。毎年、申請に関する問い合わ

せ、申請件数が増加しており、介護事業者における人材の定着にも寄与しているものと考えられ

るところです。 

一方で、豊島区内の介護事業者の 8 割から 9 割が中小介護事業者といえる実態がある中で、事

業者間での情報共有や連携により、単独では難しい人材確保・定着に向けた取組みや介護サービ

スの質の向上、事業運営の安定化などにも対応していく必要があります。そこで、平成 30 年 11

月より、中小介護事業者の連携の必要性や、連携による経営基盤の強化を目的とした勉強会「豊島

区介護事業経営カレッジ」を開始しました。 

平成 31 年 4 月には、中小介護事業者による事業協同組合（※）の設立に向けた検討を支援する

ことを目的とした補助制度を創設しました。令和 2 年 6 月には、この取組みに参加した事業者を

中心とした事業協同組合が一団体設立されました。 

新型コロナウイルス感染症の感染予防対策など、介護事業者の取り組むべき課題がさらに増大

する中で、中小介護事業者の経営基盤の安定に資する取組みは、今後も継続していくことが求め

られています。 

※事業協同組合：中小企業等協同組合法（昭和 24年法律第 181 号）に規定された、中小企業協同組合で、中小企業者

が相互扶助の精神に基づき共同して経済事業を行うことによって、経営の近代化・合理化並びに経済

的地位の改善向上を図ることを目的とする。 

「介護事業経営カレッジ」の様子 事業協同組合設立を区長に報告 
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３．第 8期計画の施策の推進にあたって 

介護保険の基本理念は、介護等が必要な人の尊厳を保持し、能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるよう支援することとされています。その理念を達成するために、介護保険法は高齢者

の自立支援、重度化防止に資する取組み、介護給付の適正化への取組みを進めるための目標を設定

することを規定しています。 

この目標の設定にあたり、「心身機能」「活動」「参加」の要素からなり、生活機能の維持・向上を

図るものとされている「リハビリテーション」の考え方は、高齢者本人による取組みはもちろんのこ

と、地域の通いの場から介護サービスの提供体制に至るまで、高齢者を取り巻く環境にも全般的に

影響を与えていくものと考えられています。 

また、令和元年に定められた「認知症施策推進大綱」において、認知症施策については、「共生」

と「予防」を車の両輪として施策を進めていくこととしており、その施策に対する KPl（「Key 

Performance lndicator」の略、重要業績評価指標）が設定されました。この KPl には高齢者や介護に

関連したものも設定されており、認知症施策を定めるにあたっては、認知症施策推進大綱の基本的

な考え方を踏まえながら、他分野との連携を図り、施策を推進することが求められています。 

第 8 期計画においては、これまで進めてきた様々な施策の連携や連動性を保ちながら、今般の国

の流れを踏まえ、高齢者の状態像の変化への対応として「リハビリテーション」や、「認知症施策推

進大綱」の考え方を区の施策に取り入れて推進していくことで、高齢者本人への取組みに加え、高齢

者を取り巻く環境へのアプローチを強化し、高齢者が地域や家庭の中でも生きがいや役割を持って

生活することができる地域の実現を目指します。 

【高齢者の状態像の変化にあわせた施策展開】 
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４．第 8期の施策体系 

令和 22（2040）年を見据えた高齢者の将来像（ビジョン）を大目標としてとらえ、豊島区が目指

す地域包括ケアシステムの姿を中目標とし、施策体系を整理しました。目標と施策が互いに連携し、

関係部門や多職種による参画を得ながら、施策を横断的に展開していきます。 

【施策１】 介護予防・健康づくりの推進 

【施策２】 生活支援の充実 

【施策３】 高齢者総合相談センターの機能強化 

【施策４】 認知症になっても安心して暮らせる地域づくり 

【施策５】 在宅医療・介護連携の推進 

【施策６】 高齢者の住まいの充実（介護サービス基盤の整備） 

【施策７】 介護サービスの質の向上 

【施策８】 給付適正化の取組み（第 5期介護給付適正化計画） 

介護予防と社会参加の促進 

住み慣れた地域で生活を続けていくために、健康づくりや生きがいづくり、介護予

防などの活動へ積極的に参画する高齢者を支援するとともに、高齢者が活躍する場

を増やすことで支え合いの輪を広げます 

在宅生活の限界点の向上 

高齢者総合相談センター（地域包括支援センター）が核となり、地域との連

携により高齢者をサポートしていくことで、安全・安心な暮らしと、可能な

限り自宅での生活を支える包括的な支援を続けます

高齢者が主役となって、つながり、支え合い、 

幸せに住み慣れた地域で暮らせるまち としま 

大目標（ビジョン） 

介護サービスの確保と質の向上 

地域において多様な担い手によるサービスや、介護保険などの公的なサービスを

適切に組み合わせ、高齢者の心身を支えるサービスの充実と質の高いサービスの

提供を進めます 

住まい方の支援 

高齢者が孤立することなく、地域の子育て世帯や若者たちとつながりをもっ

て生活できる住環境を整え、高齢者の心身の状況に応じた多様な住まい方を

支援します 

中目標 
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施策１ 介護予防・健康づくりの推進

１－１ 介護予防の推進 

現状・課題

【介護予防、フレイル対策の推進】 

○団塊の世代が後期高齢者となる令和7(2025)年に向けて、自立した状態を維持し、歳を重ねる

ことができるか、健康寿命の延伸は喫緊の課題です。 

○豊島区は、健康寿命の延伸を目指すため、高齢者のフレイル予防を介護予防の主軸として、

運動・栄養・社会参加による心身機能向上への取組みを、介護予防センター（高田介護予防

センター、東池袋フレイル対策センター）や区民ひろば等関係機関との連携を強化し、「オ

ールとしま」で一丸となり進めています。 

○介護予防のスクリーニングとして、令和元年度からフレイルチェックを開始しました。フレ

イル状態とされる要介護・死亡のハイリスク群の割合が、全国平均では15％であるのに対し、

豊島区は21.3％にのぼり、食習慣、四肢骨格筋量、人とのつながり・社会参加・こころの部分

で、リスクが高いことがわかりました。 

○豊島区には、プレフレイル（フレイルの前段階）が23,734人、フレイルが5,060人いると推定

され、要介護認定者を除くフレイルの推定該当率は10.25％です。 

（出典：介護保険事業状報告 令和2年9月報、及びKojima G, lliffe S, Taniguchi Y, Shimada H, Rakugi H, Walters K. Prevalence of frailty 

in Japan: A systematic review and meta-analysis. J Epidemiol. 2017;27(8):347-53.推計） 

○後期高齢者が増加する中で、プレフレイル段階で早期に発見し介護予防事業、個別相談、総

合事業等に結び付ける仕組みづくりが課題となっています。 

【高齢者自身が介護予防推進の担い手として活躍できる場の創出】 

○令和元年度の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査からも、「役割」や「生きがい」をもつこ

とで、個人の「暮らしの満足度」が高まり、区民の健康の維持・増進が図られていることが

示唆されています。 

○介護予防は、元気な高齢者が「地域社会を支える担い手」として、自主的かつ継続的に活躍

ができる「地域づくり・人づくり」と、介護予防のターゲットを適切にピックアップし、各

種介護予防事業につなげる「フレイル高齢者対策」を車の両輪として取組みを進めていくこ

とが重要となってきます。 

○高齢者が、地域で生きがい・役割をもって生活できる居場所づくりと出番づくりを進め、人

や社会とのつながりを強めることを意識していくことが重要です。 

○これまで、介護予防の自主グループの担い手である介護予防リーダー、介護予防事業のサポ

ートを行う介護予防サポーターを育成してきました。令和元年からは、フレイルチェックを

実施するフレイルサポーターの育成を開始し、区民参加型の健康づくりの一環として、区民

によるフレイルチェックを実施しています。 
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○豊島区民社会福祉協議会の地域福祉サポーター等、高齢者の社会参加への意欲に応じて、様々

な活躍の場へ、参加を促していく必要があります。 

○高齢者元気あとおし事業などのボランティア活動へのポイント付与の拡充や、就労的活動の

普及啓発に向けた支援強化、高齢者の関心に応じて参加できる、介護予防に資する通いの場

の更なる展開が課題です。 

○学習・スポーツ課実施のコミュニティ大学において、フレイル予防の紹介を行う等、関係課

の事業とも連携してきました。介護予防を進める観点からは、地域文化創造館や他の社会参

加の施策との連携強化も重要な課題です。 

【人生100年時代を見据えた健康づくり】 

○令和元年度の健康保険法改正による改正後の介護保険法により、高齢者の心身の多様な課題

に対応し、きめ細やかな支援を行うため、高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施する

ことが求められています。 

○豊島区では、令和元年度より介護予防センターにおいて各専門職による「まちの相談室」を

開始し、令和2年度より区民ひろばに拡大しました。 

○住民主体の通いの場をはじめとする、地域へのアウトリーチを拡充し、リハビリ専門職等の

関与を強化し、専門的な観点からの支援を強化していく必要があります。

目指す姿

○健康寿命を延伸し、高齢者が住み慣れた地域でいつまでも安心して生活できる介護予防、フレ

イル対策の推進及び地域づくりを目指します。 

○高齢者が趣味やサークル活動などを通じて、地域社会と交流できる場や、これまでに培った知

識や経験を活かし活躍できる場や機会を提供します。 

施策指標

施策指標 現状 方向性 

調整後要支援・要介護認定率（見える化システム） 19.4％ 下げる 

住民の転倒リスクの保有割合（ニーズ調査） 29.2％ 下げる 

目指す姿の実現に向けた主な取組み 

（１）フレイル対策の推進 

第 7期の実施状況 

① 介護予防の拠点整備 

・平成 29 年 4 月、南部圏域に高田介護予防センターを開設しました。また、令和元年 5月

には北部圏域に多機能型のセンターとして東池袋フレイル対策センターを開設し、フレ
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イル対策の拠点として役割を果たしています。 

② フレイルチェックの実施 

・令和元年度に、65 歳以上の区民に対しフレイルチェックを開始しました。 

・要支援・要介護認定を受けていない 70歳・75歳の方に、フレイル

チェック無料チケットを送付し、健康について関心のある層のみな

らず、無関心層にも介護予防のアプローチを行い、プレフレイル・

フレイル対象者の掘り起こしを行いました。 

・チェックの結果、フレイルの進行が見られる方には、フレイルチェ

ック後のフォローアップを行うとともに、高齢者総合相談センター

や保健師・リハビリ専門職等の専門相談、他の介護予防事業につな

げました。 

③ 区民ひろばとの連携 

・令和 2年度からは、フレイル対策推進事業として、

26か所の区民ひろばのうち、高齢者の健康活動を

支援している 22か所に、フレイル測定機器の設置

や、各専門職が巡回する「まちの相談室」を開始す

るなど、フレイル予防の裾野を広げてきました。 

出典：東京大学高齢社会総合研究機構ＩＯＣ「フレイル予防ハンドブック」 

第 8 期の取組み 

① フレイル予防の全区展開 

・介護予防センターと区民ひろばとの連携を強化し、介護予防センターで蓄積した介護予

防のノウハウを区民ひろば等へアウトリーチを進め、全区民ひろば、町会、住民主体の通

いの場へのフレイルチェックを拡大する等、身近な地域でフレイル予防に取り組める体

制を整備していきます。 

② 相談機能の強化 

・区民ひろばで実施する「まちの相談室」をさらに充実させ、歯科衛生士等の専門相談を追

加し、健康・認知症相談、フレイルチェックの事後指導、総合事業等との連携を行います。 

③ フレイルチェックの効果の検証 

・フレイルチェックに複数回参加された方に調査を実施し、効果を検証します。 

ドミノ倒しにならないように！ 

まちの相談室 

フレイルチェックの様子 
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事業指標 

事業指標 現状 目標 

フレイルについての認知度（ニーズ調査） 17.5％ 20.0％ 

フレイルチェック実施者数（しっかり＋かんたんコース） 1,050 人 1,500 人 

（２）高齢者の社会参加と住民主体の通いの場の拡大 

第 7期の実施状況 

① 地域の集いの場の支援と、としまる体操グループ育成 

・東京都健康長寿医療センター監修「としまる体操」は講師を置かず、全員が主役として主

体的にできるスロートレーニングで、125 グループ（令和 2 年 9 月末現在）が取り組ん

でいます。 

・平成 30 年度より、高齢者が主体となって運営する介

護予防・認知症予防活動を行う団体に対し「介護予防

活動支援助成金交付事業」を開始し、46 グループ（令

和 2年 9月末現在）が助成を受け、地域で活動してい

ます。 

② 介護予防の担い手の育成 

・介護予防リーダー、介護予防サポーター、フレイルサ

ポーターを育成し、継続的に活動を支援しています。 

③ ボランティア活動の支援（高齢者元気あとおし事業） 

・元気な高齢者の社会参加や地域貢献を奨励し、区内の老人福祉施設や、介護予防事業のサ

ポートなど、ボランティア活動に応じてスタンプがもらえ、貯まったスタンプ数に応じて

換金できる制度です。 

④ 高齢者クラブ活動の推進 

・区内 70を超える高齢者クラブが社会奉仕活動、健康増進につながる活動等を通じ、社会

貢献に取り組むとともに、自らの生きがいや介護予防活動を進めています。 

・会員の減少が続くことから、クラブ紹介冊子の作成や広報での会員募集、魅力ある事業づ

くりに力を入れています。 

養成者数 平成30年度 令和元年度 
令和2年度 
(2月末現在)

介護予防リーダー 19人 12人 12人 

介護予防サポーター 34人 14人 12人 

フレイルサポーター － 44人 16人 

平成30年度 令和元年度 
令和2年度 
(1月末現在)

会員登録者数 493人 500人 517人

フレイルサポーター養成講座 
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第 8 期の取組み 

① 介護予防に資する担い手の育成・住民主体の通いの場の拡大 

・「としまる体操」について、スターターキット配布、リハビリ専門職による講習会等の人

材育成、啓発 DVD開発、動画配信サイト、地域のケーブルテレビの活用などを進めます。 

・通いの場に参加する高齢者の状況の変化について、定期的に評価を行います。 

・介護予防リーダー、介護予防サポーター、フレイルサポーター等高齢者の参加や活躍の場

を増やします。 

・住民主体の通いの場において、各専門職と協働し、社会参加の拡大を図りつつ、個別相談

から高齢者総合相談センターや総合事業の紹介等、切れ目のない支援体制の構築を進め

ます。 

② 就労的活動と社会参加の推進 

・退職後の地域デビュー講座の実施や、学習・スポーツ課との連携を強化し、アクティブシ

ニアに対し、地域での帰属意識や社会的役割が持てるような取組みを推進していきます。 

・役割を持った高齢者の社会参加を推進するため、厚生労働省が示す「就労的活動支援コー

ディネーター」の配置についても検討します。 

・退職後も一定の役割を持ちながら、地域生活を送る高齢者を増やすため、就労的活動の取

組みを実施したい事業者等とマッチングし、高齢者個人の特性や希望にあった活動をコ

ーディネートして社会参加を促進します。 

・高齢者元気あとおし事業について、対象事業の拡大、説明会や換金方法、年間換金限度額

等の再検討を実施し、より利用しやすい制度への転

換を図ります。 

③ 魅力ある高齢者クラブ活動の推進 

・継続的に会員募集の周知・広報活動を進めます。 

・高齢者クラブによる会員の実態調査などを通して、

高齢者クラブの状況を把握するとともに、会員向け

の新たな事業の展開などを支援していきます。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

住民主体の通いの場の受け入れ人数（介護予防・日常生活支

援総合事業及び生活支援体制整備事業の実施状況調査） 
11,490 人 15,000 人 

高齢者のうち、外出頻度が週 1回以下の方の割合（ニーズ調査） 8.9％ 7.0％ 

各専門職（リハビリ専門職、管理栄養士、保健師、看護師）の

関与 
111 回 300 回 

高齢者クラブ 輪投げ大会の様子 
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（３）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

第 7期の実施状況 

豊島区では、国の方針を受け、高齢者医療年金課、高齢者福祉課、地域保健課等関係部局

が一体となり、豊島区の実施体制の検討を開始しました。 

第 8 期の取組み 

① 地域の健康課題の分析・対象者の把握・事業評価の実施 

・企画・調整を行う保健師を 1人配置し、KDB（国保データベース）システムを活用した地

域の健康課題の把握分析、地域特性に沿った事業を企画・実施し、効果を検証します。 

② 重症化予防 

・地域保健課では糖尿病の重症化予防、高齢者福祉課では低栄養、口腔機能低下等の各リス

クに応じた個別相談と、役割分担を行って重症化予防を実施します。 

・庁内関係機関や、後期高齢者医療広域連合等と連携しつつ、重症化予防の「ハイリスクア

プローチ」と、フレイル対策の「ポピュレーションアプローチ」の連動を図ります。 

③ 医療専門職等の積極的関与 

・管理栄養士、リハビリ専門職、歯科衛生士等の専門職を各日常生活圏域に 1 人配置し、

アウトリーチ支援や通いの場に積極的に関与します。 

④ 一般介護予防事業及び総合事業との連携 

・一体的実施のデータ分析を階層化し、プレフレイルの方に対しては、一般介護予防事業や

総合事業の紹介を行い、医療・介護レセプトがなく健康状態が不明の方には、見守り支援

との連動など、きめ細やかな支援を実施していきます。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

重症化予防個別相談実施者数（糖尿病、低栄養、口腔機能低下） － 120 人 

アウトリーチ講習会実施回数 － 20 回 
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１－２ 総合事業の推進 

現状・課題

【訪問型・通所型サービス】 

○平成 28年 4 月より介護保険の要支援認定者等について、介護予防給付のうち、「訪問介護」

と「通所介護」が介護予防・生活支援サービス事業の「介護予防訪問事業」「介護予防通所

事業」に移行し、同時に訪問型サービスの「短期集中訪問型サービス事業」を開始しました。 

○訪問型サービスは、平成 29 年度に区で実施する総合事業基準緩和サービス従事者育成研修

の修了者が従事できる「生活支援お助け隊」を、平成 30 年度に「訪問型サービス A」を開

始しました。

○通所型サービスは、令和元年度に「つながるサロン」と「短期集中通所型サービス事業」を

開始しましたが、「つながるサロン」の登録団体数が少ないことが課題になっています。 

○通所介護事業所によるサービスは国相当基準の「介護予防通所事業」のみ実施していますが、

住民の多様なニーズに応えるため区独自基準のサービスを実施する必要があります。 

【総合事業基準緩和サービス従事者の育成】 

○総合事業は介護の専門職の方だけでなく、住民等の多様な主体がサービスの担い手となり地

域の支え合い体制づくりを推進しており、その一環として、区独自の訪問型サービスのうち、

家事援助のみの従事者を育成する研修を平成 28年度より実施しています。 

○研修修了者数を増やすとともに、就労者数を増やす必要があります。 

【基本チェックリストの活用】 

○訪問型・通所型サービスを利用するために、要支援認定を受ける他「基本チェックリスト」

を実施して、事業対象者に該当すればサービスの利用が可能です。（「介護予防訪問事業・訪

問型サービスA」を除きます。） 

○総合事業の利用を促進するため、基本チェックリストの実施件数を増やす必要があります。 

目指す姿

○住民等の多様な主体が参画する多様なサービスを充実させることで、地域の支え合いを推進

し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援を行い、介護の重度化を防止します。 

施策指標

施策指標 現状 方向性 

短期集中訪問型サービス事業利用者の主観的健康観改善率 46% 上げる 
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目指す姿の実現に向けた主な取組み 

（１）訪問型・通所型サービスの実施

第 7期の実施状況 

① 訪問型サービス 

（ア）介護予防訪問事業 

  ホームヘルパーが利用者宅に訪問して、利用者が自立した生活を営めるように、生活援助や

身体介護をします。 

（イ）訪問型サービス A 

   ホームヘルパーが利用者宅に訪問して、利用者が自立した生活を営めるように生活援助や簡

易な身体介護をします。家事援助のみの支援が必要な場合は、区が実施する研修の修了生に

より支援することもできます。 

（ウ）生活支援お助け隊（訪問型サービス B） 

   区で実施する研修の修了者が利用者宅に訪問して、掃除等の簡易な家事援助をすることで、

利用者の自立した生活を支援します。 

（エ）短期集中訪問型サービス事業（訪問型サービスC） 

   3～6か月の期間で、リハビリ専門職等から、リハビリテーション、口腔ケア、低栄養改善

などのアドバイスを受けて、日常生活機能の向上に取り組みます。 

訪問型サービス C 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(9 月末現在)

リハビリテーション 49 人 97 人 48 人 

口腔ケア 3 人 1 人 1 人 

低栄養改善 18 人 9 人 10 人 

② 通所型サービス 

 （ア）介護予防通所事業 

   デイサービスで、介護予防を目的とした運動器の機能向上、栄養改善、口腔機能の向上など

の選択的なサービスを日帰りで受けられます。 

介護予防訪問事業 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(9 月末現在)

実施件数 2,041 件 1,169 件 511 件 

訪問型サービス A 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(9 月末現在)

実施件数 7,887 件 8,828 件 3,607 件 

訪問型サービス B 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(9 月末現在)

実施人数 27人 27 人 16 人 

介護予防通所事業 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(9 月末現在)

実施件数 11,878 件 12,059 件 3,993 件 
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（イ）つながるサロン（通所型サービス B） 

   自宅や区施設等で体操や会食をしている自主グループによる活動（サロン）へ参加し、心身

の活力の低下を予防します。区は自主グループに対し補助金を交付し活動を支援します。 

通所型サービス B 令和元年度 
令和 2年度 
(9 月末現在)

団体数 2 団体 3 団体 

（ウ）短期集中通所型サービス事業（通所型サービスC）

   リハビリ又は栄養改善などが必要な方を対象に、介護予防センター等で３か月間週１回程

度、専門職によるアドバイスを受けながら、体操や会食を通じて、日常生活機能の向上に取り

組みます。 

通所型サービス C 令和元年度 
令和 2年度 
(9 月末現在)

実施回数（クール） 4 回 0 回 

人数 26 人 0 人 

第 8 期の取組み 

① 「としまリハビリ通所サービス」の実施 

・機能訓練に特化し、利用者の運動機能の維持・改善に取り組み、利用者をいち早く自立し

た日常生活に戻すための支援として「としまリハビリ通所サービス」を実施します。 

② つながるサロンの充実 

・通所型サービスを利用して元気になった高齢者に介護予防を継続する場を提供するため、

短期集中通所型サービス事業を終了した方や、既存の自主グループに「つながるサロン」

としての団体登録を勧奨するなどして登録団体を増やします。 

③ 短期集中通所型サービス事業 

・どの地域の方でも短期集中通所型サービス事業を利用できるよう、区民ひろばを活用す

るなどして実施場所を増やし、全ての高齢者総合相談センターの圏域で実施します。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

デイサービスにおけるとしまリハビリ通所サービス利用者の

割合 
0% 15% 

つながるサロン登録団体数 3 団体 20 団体 

（２）総合事業基準緩和サービス従事者育成研修

第 7期の実施状況 

○区独自の訪問型サービスのうち、家事援助のみに従事する人材を育成するために研修を実

施しています。 
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○研修最終日に指定訪問介護事業所との就職相談会を開催し、研修修了者を区独自の訪問型

サービスの従事者として就労につなげます。 

平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(9 月末現在)

修了者数 109 人 89 人 0 人 

就労者数 33 人 28 人 0 人 

第 8 期の取組み 

○引き続き研修を実施し、地域住民が介護サービスの担い手となることで、地域人材の発掘・

活躍を推進し、介護人材不足の解消を図ります。 

○未就労の修了者に対し、就職相談会の案内を送付するなど就労率の向上を図ります。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

育成研修の修了者数 310 人 610 人 

修了者の介護事業所等への就労率 29.2% 35% 

（３）基本チェックリストの実施促進 

第 7期の実施状況 

平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(9 月末現在)

基本チェックリスト実施数 78 件 80 件 41 件 

事業対象者該当数 68 人 76 人 39 人 

第 8 期の取組み 

○要介護認定に至らない高齢者に、介護予防・生活支援サービス事業を利用して介護予防に

取り組んでいただくよう、基本チェックリストの周知を進めます。また、高齢者総合相談セ

ンター及び高齢者福祉課以外の場所での実施など、実施方法について検討します。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

基本チェックリスト年間実施件数 80 件 160 件 
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施策２ 生活支援の充実 

２－１ 在宅生活の支援 

現状・課題

【生活支援へのニーズ】 

○令和元年度の要介護認定者調査では、在宅生活の継続で必要な支援のため今後利用したい福

祉サービスとして、紙おむつ支給やおむつ購入費助成、配食サービス、緊急通報システム、

移送サービス、出張理美容サービス、寝具の洗濯・乾燥サービス、補聴器購入費助成等の順

でニーズが高くなっています。 

【支え合いの仕組みづくり】 

○単身世帯等が増加し、支援が必要な高齢者が増加する中、ボランティア、NPO、民間企業等

の多様な主体により、生活支援・介護予防サービスを提供することが求められています。 

○これに対応するため、高齢者の生活支援を推進するための生活支援コーディネーターを区全

域レベル（第 1層）に配置し、生活支援の担い手の養成、地域資源の把握や創出等の活動を

進めてきました。 

○地域住民、NPO、社会福祉法人、民間企業から多様な業種な方々が委員として高齢者の生活

支援等について検討する第 1 層の協議体「地域のささえあいの仕組みづくり協議会（以下

「協議会」といいます。）」、日常生活圏域レベル（第 2 層）での地区懇談会に参画し、地域

ニーズの把握、情報の見える化、情報共有と連携・協働に取り組んでいます。 

【地域資源情報データベースシステムの運用開始準備】 

○様々な生活支援に関する団体などの情報を収集し、インターネットで検索できる地域資源情

報データベースシステムを平成 30年 4月から導入しました。 

○高齢者総合相談センター職員やコミュニティソーシャルワーカー（以下「CSW」といいます。）

に操作説明会等を実施し、提供可能な情報の確認ルール、データベースの活用法などを検討

しました。 

○令和元年度には、地域資源プロジェクトチームにおいて団体情報のカテゴリーの決定、各団

体へ使用承諾取得を行い、高齢者総合相談センターと CSWでの運用を開始しました。 

【主な生活支援サービスの実施状況】 

○紙おむつ等支給事業・おむつ購入費等助成事業、出張理美容費助成事業、寝具類洗濯乾燥事

業、救急通報システム、火災安全システム、福祉電話貸与、配食サービス、自立支援住宅改

修助成、徘徊高齢者位置情報サービス利用料助成、車椅子貸与等を実施しています。 

○中等度難聴者を対象とした補聴器購入費助成事業を、平成 30年 7月より開始しました。 
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目指す姿

○いつまでも自分らしい暮らしを継続するための仕組みを構築します。 

○調理、買い物、掃除などの高齢者にとって必要な生活支援サービスを確保することや、効果的

な介護予防が身近な場所で受けられることによって、フレイルや要支援・要介護を予防し、元

気で健康な高齢者の割合を増加させます。 

施策指標

施策指標 現状 方向性 

普段の生活で何らかの介護・介助が必要だが現在は受けてい

ない人の割合 
6.0％ 下げる 

目指す姿の実現に向けた主な取組み 

（１）支え合いの仕組みづくり

第 7期の実施状況 

① 地域のささえあいの仕組みづくり協議会 

・平成30年度は、第 1層生活支援コーディネーターと連携し、第 1層協議体である協議会

を 4 回開催し、作業部会は、移動・外出支援、活躍の場、交流の場をそれぞれ 2 回の計

6回開催しました。 

・作業部会が中心となって課題を検討し、協議会で検討内容を共有する形式で事業を運営

していましたが、作業部会での議論を踏まえ、協議会で集中的に検討を行いました。 

・令和元年度は、協議会を3回開催し、作業部会を5回開催しました。 

② 地域資源データベースシステム 

・令和元年度は、地域資源情報データベースシステムの運用開始に向け、地域資源プロジェ

クトチームを中心に取り組み、年度内に運用を開始しました。 

・地域資源情報を必要とする区民に、高齢者総合相談センターや CSWを通じて、情報提供

できる環境を整えました。 

③ ベンチプロジェクト 

・令和元年度、協議会において、バスなどの移動手段

は重要ですが、高齢者自身の足で外出しやすいよう

地域にベンチを置く取組みが提案されました。 

・「としまベンチプロジェクト」としてプロジェクト

チームを設置し、高田地域の住民を中心に地域ニー

ズを把握し、町会や民生委員・児童委員、地域の福

祉専門学校生と協力した実態調査を実施しました。 

ベンチプロジェクトの様子



66 

第 8 期の取組み 

① 地域のささえあいの仕組みづくり協議会 

・委員に新たなメンバーを加え、これまでと違った視点で意見を出してもらうことで、地域

における支え合いに向けた幅広い議論が進むよう取り組んでいきます。 

② 地域資源データベースシステム 

・地域資源情報データベースを質・量ともに拡充し、区民に必要な情報を提供します。 

③ 第2層（日常生活圏域）での体制 

・日常生活圏域での地域課題の発見や生活支援のためのツールの整備、担い手の発掘・育成

などをさらに進めていくために、第 2 層生活支援コーディネーターを 8 つの高齢者総合

相談センター圏域に配置していきます。  

・第 2 層協議体を高齢者総合相談センター圏域である 8 圏域で実施し、地域課題の解決に

向け、地域住民も加えて運営していきます。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

地域のささえあいの仕組みづくり協議会の実施回数（累計） 18 回 30 回 

地域資源情報の把握数 397 件 600 件 

（２）日常生活支援サービスの充実 

第 7期の実施状況 

① 紙おむつ等支給・おむつ購入費等助成事業 

65歳以上で要支援・要介護認定を受け、在宅で失禁状態にある紙おむつを必要とする人や

入院中で失禁状態にある65歳以上の寝たきり高齢者を対象に、1か月あたり6,000円相当の紙

おむつ等の支給や助成を行っています。 

平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(1 月末現在)

紙おむつ等支給 
登録者数 2,019 人 2,114 人 2,175 人 

延支給者数 15,257 人 15,905 人 13,863 人 

おむつ購入費等

助成 

登録者数 1,891 人 1,911 人 1,882 人 

延助成者数 1,022 人 950 人 893 人 

② 配食サービス 

 食事の心配事や困り事を解消し、高齢者の低栄養を予防していくため、一定の条件に該当

する配食事業者を、区が登録・案内することにより配食を通じて、高齢者の日々の生活を豊か

にします。令和元年度からは事業者登録制に移行し、幅広いニーズに対応しています。 
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配食サービス 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(10～12 月)

新規登録者数 56 人 1,153 人 320 人 

年度末登録者数 751人 12,884 人 4,052 人 

年度末延利用食数 43,038 食 290,212 食 85,962 食 

※平成 30年度までは委託事業で実施、令和元年度より事業者登録制に移行したため、事業者数及びカウント方法

に差異があります。 

③ 救急通報システム（旧緊急通報システム） 

一人暮らし高齢者または高齢者のみ世帯、日中独居の高齢者を対象に、急病などの緊急時

に通報ボタンを押すだけで通報でき、看護師等が音声で対応します。状況に応じて救急車を

要請し、警備員が急行します。 

救急通報システム 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(1 月末現在) 

年度末利用世帯数 339世帯 285 世帯 265 世帯 

通報件数（正報） 81 件 57 件 54 件 

（誤報） 607 件 291 件 337 件 

（相談） 1,040 件 610 件 574 件 

④ 出張理美容費助成事業 

65歳以上で要介護 4以上の在宅高齢者を対象に、快適な生活を過ごしてもらうとともに、

経済的負担の軽減を図るため、出張理美容サービスの利用助成を行っています。 

出張理美容費助成 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(1 月末現在)

年度末登録者数 152 人 156 人 154 人 

利用回数 375 回 366 回 227 回 

⑤ 寝具類洗濯乾燥事業 

70 歳以上の一人暮らし高齢者、高齢者世帯及び 65 歳以上で要介護 4 以上の高齢者を対象

に、快適な日常生活を過ごしてもらうとともに、経済的負担の軽減を図るため、寝具類の洗

濯・乾燥サービスを行っています。 

寝具類洗濯乾燥 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(1 月末現在)

年度末登録者数 493 人 421 人 415 人 

洗濯利用回数 670 回 629 回 420 回 

乾燥利用回数 1,713 回 1,640 回 1,356 回 

水洗い利用回数 230 回 226 回 199 回 

⑥ 補聴器購入費助成 

中等度難聴者を対象とした補聴器購入費助成事業を平成 30年 7 月より開始しました。補聴

器の購入に要する費用の一部を助成することにより、閉じこもりを防ぎ、積極的な社会参加

等を支援します。 
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補聴器購入費助成 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(1 月末現在)

年度末助成件数 42 件 61 件 58 件 

第 8 期の取組み 

○第 7 期まで取り組んでいる各事業についてよりニーズに見合うよう調査・検証し、取組み

を強化します。 

○特に、ニーズの高い配食サービスを強化し、移送サービス（介護・福祉タクシーなど）につ

いて調査・研究します。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

紙おむつ等支給事業延支給者数 15,905 人 19,000 人 

おむつ購入費等助成事業延助成者数 950 人 1,100 人 

配食サービス利用者数 12,884 人 18,000 人 

救急通報システム利用設置数 285 基 300 基 

出張理美容費助成事業利用回数 366 回 400 回 

寝具類洗濯乾燥事業総利用回数 2,495 回 3,000 回 

補聴器購入費助成事業助成件数 61件 80 件 
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２－２ 見守りと支え合いの地域づくり 

現状・課題

○豊島区には多くの方が居住していますが、一人暮らし高齢者も多く、特にこうした方に安全・

安心な在宅生活を過ごしていただくため、見守り体制を充実させていく必要があります。 

○見守り体制は、緩やかな見守り、担当による見守り、専門的な見守りの 3つに分けられます。 

（１）緩やかな見守り …地域住民や民間事業者が日常の中で、異変を感じたら専門機関に相

談するなど、地域で緩やかに行う見守り活動。 

（２）担当による見守り…定期的な安否確認や声掛けが必要な方に対して、担当を決めて定期

的に行う見守り活動。 

（３）専門的な見守り …高齢者総合相談センター等の専門機関の職員が専門的な知識や技術

を持って行う見守り。 

○高齢者総合相談センターや高齢者見守り相談窓口等の行う専門的な見守りでは、定期的に訪問

等を行い、その方の抱えている課題に応じて、行政、介護サービス、医療等の関係機関と連携

し課題解決に繋げています。 

○緩やかな見守りの輪を広げ、必要に応じて高齢者総合相談センター等の専門的な見守りにつな

げていくような体制をより一層充実させていく必要があります。 

○一人暮らし高齢者に加えて、老障世帯等の、二人以上の一般世帯であっても社会から孤立した

状態に置かれている方を支援につなげていく必要があります。（65 歳以上の単身世帯数…

23,502 世帯 (令和 2年 9月 15 日時点)）

目指す姿

○多様な主体による見守り体制の構築を目指します。 

○地域住民や民間事業者等による緩やかな見守りを拡充し、見守りが必要な全ての方が見守られ

ており、その中で必要な方については担当による見守りや専門的な支援へつなげていく体制を

整え、支援の手が届いていない方がいない状況を目指します。 

施策指標

施策指標 現状 方向性 

「地域の中で、高齢者や障害者の権利が守られ、質の高いサー

ビスが提供されている」「そう思う」の割合から「そう思わな

い」の割合を引いた割合 

(令和元年度協働のまちづくりに関する区民意識調査）

0.5% 増加させていく 

高齢者が暮らしやすいまちだと思う理由 「福祉・介護が充実

しているから」の割合 （同上）
19.0% 増加させていく 

何かあったときの相談先 「そのような人はいない」の割合 

（ニーズ調査） 
45.4% 減少させていく 
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目指す姿の実現に向けた主な取組み 

（１）地域との協働 ― 緩やかな見守り 

第 7期の実施状況 

① 民間事業者等との協働 

・緩やかな見守りとして、豊島区内で活動されている豊島区新聞販売同業組合や東京ヤク

ルト販売等の事業者や、協定を締結した事業者と連携し、事業者の業務の範囲内で異変に

気付いた際に高齢者総合相談センターや豊島区に相談、連絡いただく取組みを行ってい

ます。 

② 町会・自治会 

・区内 129 の町会・自治会では、各々普段の町会の活動の中での見守りや、敬老のお祝い

会を開催する等緩やかな見守りを行っています。 

第 8 期の取組み 

① 民間事業者との協働 

・より多くの事業者と見守りと支え合いネットワークに関する協定締結を行い、見守りを

一層充実させていきます。 

・協定事業者に対して認知症サポーター等の講習や、見守りに係る研修を行い、小さな異変

にも気付ける体制を目指していきます。 

・協議会をはじめとした地域資源を活用して見守りを進めていきます。 

② 町会・自治会 

・継続して取組みを進めていくとともに、地区懇談会等を活用して見守りに関する情報提

供を進めていきます。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

見守り協定等締結団体数 12 団体 30 団体 

東京都水道局、東京都住宅供給公社、豊島区しんきん協議会、豊島郵便局、生活協同組合コ

ープみらい、生活協同組合パルシステム東京、東京保健生活協同組合、東都生活協同組合、

北東京生活クラブ生活協同組合、東京ガス株式会社北部支店、東京ガス ST コミュネット株式

会社東京ガスライフバル豊島、三井住友海上あいおい生命保険株式会社東京営業部(締結日

順) 

【締結事業者】 
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（２）様々な主体による見守り活動の推進 ― 担当による見守り 

第 7期の実施状況 

① 民生委員・児童委員 

・民生委員法に基づく民生委員・児童委員が、担当地域の福祉活動の中で見守りを行ってい

ます。 

・委員の任期中の 3年に一度、区の依頼により高齢者実態調査を行っています。 

・担当地域で見守りが必要な方をマッピングし、区とも共有しながら必要に応じて、定期的

な見守りを行っています。 

② 高齢者クラブ 

・現在高齢者クラブ 74 団体のうち 51 団体が、見守りが必要な会員に対し、訪問や電話に

より見守り活動を実施しています。 

③ ボランティアによる見守り 

・ボランティアの方と見守りが必要な方が、概ね 1：1の関係で定期的な見守りを行ってい

ます。 

④ 見守り訪問 

・高齢者総合相談センターの情報提供等により、定期的な見守りが必要な方を対象に、月に

2回シルバー人材センターによる見守り訪問を実施しています。 

第 8 期の取組み 

① 民生委員・児童委員 

・継続して取組みを進め、地域に根付いた見守りを進めていきます。 

② 高齢者クラブ 

・今後も見守り活動をする団体を維持・増加させていくとともに、見守りの方法や異変への

気づきなどを題材にした研修等を実施していきます。 

③ ボランティアによる見守り 

・様々な事情により、ボランティアの方が辞退される点が課題となっています。見守りが必

要な方の状況に応じ、見守り訪問等の別の取組みも含め検討し、見守りを途切れさせない

体制にしていきます。 

④ 見守り訪問 

・単身世帯が主となっていますが、高齢者総合相談センターと連携しながら見守り対象者

を拡充していきます。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

見守り訪問対象者数 233 世帯 300 世帯 
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（３）見守り支援事業担当による活動 ― 専門的な見守り 

第 7期の実施状況 

① 見守り支援事業 

・区内8か所の高齢者総合相談センターに窓口を併設して高齢者の情報収集、安否確認や、

見守り訪問事業等への参加勧奨を行っています。 

② アウトリーチ活動 

・毎年夏期に民生委員・児童委員の協力を得て、熱中症予防の啓発を兼ねて、主に見守りを

受けていない 75歳以上の単身高齢者を戸別訪問しています。 

・この訪問を入り口として、必要な方を見守り支援事業へとつなげています。 

・令和 2年度は「ウィズコロナにおける高齢者への呼びかけ事業」として、区内の 75 歳以

上の高齢者約 31,000 人へ往復はがきを送付し、感染症予防等の啓発と併せて、はがきに

日常生活での困りごとや相談を記入のうえ区へ返送していただく取組みを行いました。 

・第 1回目の令和 2年 9月には、4,500 人以上の方か

ら返信をいただき、そのうち困りごとを抱えている

1,200 人以上の方への相談対応を行い、介護保険の

活用や、定期的な見守りを行うといった支援に繋げ

ました。 

・第 2回目の令和 3年 1月には、9月に返信のなかっ

た方や返信いただいた方からも状況の変化をお知

らせいただくことを目的に実施しました。 

見守り支援 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(12 月末現在)

相談件数 16,513 件 18,696 件 15,964 件 

第 8 期の取組み 

○見守り支援事業の窓口が周知され、相談数が増加しています。継続して窓口を設置し、困り

ごとを抱えている高齢者を支援へつなげていきます。 

○新型コロナウイルス感染症の感染予防の取組みとして、本人の希望や状況に応じて電話に

よる見守りを行うとともに、lCT を活用した遠隔見守りを検討していきます。 

○主に見守りを受けていない単身世帯の高齢者を対象にした熱中症予防のための戸別訪問を

毎年継続していくとともに、3年に一度生活実態の聞き取りを含めた戸別訪問・調査を行っ

ていきます。

事業指標 

事業指標 現状 目標 

見守り支援事業担当への相談件数 18,696 件/年 20,000 件/年 

熱中症予防訪問人数 5,997 人 7,000 人 

高齢者への呼びかけ往復はがき(第 2回目) 
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（４）家族等による見守りの支援

第 7期の実施状況 

離れて暮らす家族等の見守りを支援するため、高齢者の方に不測の事態があった際の動向

を把握できる仕組みを提供しています。 

① 徘徊高齢者位置情報サービス 

・歩き回って道がわからなくなるなどの高齢者の方に、GPS等の GNSS（全球測位衛星シス

テム）と携帯電話網を活用して位置情報が分かる端末を貸与して、家族等の介護者の方が

高齢者の所在を確認できるサービスの利用料金を助成しています。 

② 救急通報システム 

・高齢者の自宅内に通報機器を設置し、急病などの際、ボタンを押すだけで看護師等に通報

ができるサービスを提供しています。また、入院等に至った際には、あらかじめ登録いた

だいた家族等にご連絡をする仕組みをとっています。（再掲） 

第 8 期の取組み 

○家族等による見守りを支援するため、継続して取り組んでいきます。特に徘徊高齢者位置

情報サービスについては、現状の位置情報の提供に加えて、駆けつけサービスを導入して

いくとともに、事業名を見直し利用しやすい名称にしていきます。 

○見守り支援事業担当等の行う専門的な見守りの中で、必要としている方へ積極的に利用を

勧奨していきます。

事業指標 

事業指標 現状 目標 

徘徊高齢者位置情報サービスの利用者数 8人 20 人 

救急通報システム設置数（再掲） 285 基 300 基 
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施策３ 高齢者総合相談センターの機能強化 

現状・課題

〇地域包括ケアシステムの中核機関である高齢者総合相談センターは、区民の心身の健康の保持

及び生活の安定のために必要な援助を行うことで、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括

的に支援することを目的としています。 

【相談体制の構築】 

○高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていくことができるよう、高齢者総合相談センターを

中心とする相談・支援体制や多職種とのネットワーク構築を推進してきました。 

○高齢者やその家族の生活上の様々な不安に対応していくため、地域の社会資源と連携した相

談支援体制の充実や、適切な機関や対応につなぐことができるよう、高齢者総合相談センタ

ー職員のさらなる資質の向上に努める必要があります。 

【ケアマネジャーの資質向上と育成支援】 

○主任ケアマネジャーは、ケアマネジャーに対する助言や指導を行うほか、介護に関わる各種

サービスのネットワーク構築、地域・利用者の課題解決等の役割を担っています。 

○主任ケアマネジャーの資格取得を支援するとともに、地域のケアマネジメントの質の向上の

ため、高齢者総合相談センターと居宅介護支援事業所が協力して、主任ケアマネジャーの育

成支援に今後も力を入れていく必要があります。 

〇ケアマネジメントに関する地域課題解決のため、「豊島区研修企画委員会」等で研修テーマ

を設定し、対象者別に研修を実施してきました。 

〇新型コロナウイルス感染症の影響により、高齢者総合相談センター職員やケアマネジャーが

集合して顔の見える関係づくりを行うことや、集合研修の実施などに制約が生じています。 

【地域ケア会議機能の推進】  

〇地域ケア会議を実施する中で、「個別課題の解決」「地域包括支援ネットワークの構築」「地

域課題の発見」「地域づくり、資源開発」「政策の形成」の5つの機能を活用し、個人の支

援と社会基盤の整備を同時に進めるための検討を行ってきました。 

○地域ケア会議で効果的な検討を行うためには、地域課題の掘り下げをさらに進めるととも

に、より質の高い地域ケア会議となるよう、進め方の改善を図る必要があります。 

【介護予防活動の支援、介護予防ケアマネジメントの推進】 

○要支援者や事業対象者が自立した生活を過ごせるよう、本人のニーズを反映したケアマネジ

メントを実施してきましたが、自立支援・介護予防をより重視したケアマネジメントを進め

るため、柔軟なケアマネジメント体系を構築していく必要があります。 

○また、自立支援地域ケア会議の実施やリハビリテーション専門職と共に自立を促す、初回ア
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セスメント強化事業等を実施してきました。介護予防をより展開していくためには、地域を

巻き込んだ取組みが必要となります。 

目指す姿

○高齢者が住み慣れた地域で安心して生きがいのある暮らしを続けることができるよう、相談体

制を充実させます。 

○地域ケア会議等の活用により、地域包括ケアシステム構築の中核機関である高齢者総合相談セ

ンターの機能強化を推進します。 

施策指標

施策指標 現状 方向性 

高齢者総合相談センターの認知度 （ニーズ調査） 56.2% 上げる 

高齢者総合相談センターとの連携状況 （ケアマネジャー調査） 63.2% 上げる 

目指す姿の実現に向けた主な取組み 

（１）高齢者総合相談センターの相談支援の充実 

第 7期の実施状況 

① 総合相談支援 

・豊島区と高齢者総合相談センターの連携強化、総合的な相談業務の合理化・効率化、共通

ツールによる標準化を図るとともに、情報管理体制の強化を行うため、令和 2 年度より

「地域包括支援システム」を導入しました。 

・窓口における相談に加え、認知症初期集中支援チーム、多職種に

よる地域ケア会議など、多岐に渡るアプローチを活用した相談

支援を実施してきました。 

② 高齢者総合相談センターの認知度の向上 

・パンフレットやマグネット配布による周知、広報特集号への掲

載、さらには各高齢者総合相談センターによる

働きかけにより、平成 30年度のニーズ調査時よ

りも高齢者総合相談センターの認知度が向上し

ました。 

第 8 期の取組み 

① 職種別の部会開催による人材育成 

・各高齢者総合相談センターに配置されている５職種（※）それぞれの部会を新たに立ち

上げ、問題解決能力の向上と同一職種間でのネットワーク強化に取り組んでいきます。

※5職種：社会福祉士／主任ケアマネジャー／保健師・看護師／プランナー／見守り支援事業担当 

マグネットとパンフレット 
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② 積極的な相談体制の構築 

・これまで実施してきた相談支援に加え、地域の社会資源である区民ひろばと連携した出

張相談などアウトリーチ型の相談支援を実施し、積極的な相談体制の構築を進めます。 

・介護者が仕事と介護の両立が出来るよう、高齢者総合相談センターと区が協力しながら

介護離職防止に向けた講演会等の取組みを行っていきます。 

③ 高齢者総合相談センターの周知 

・支援が必要な状態になる前の、予防や早期発見、心構えや意思決定にかかわる段階から

相談につながるように、全ての世代に向けて高齢者総合相談センターの機能や活動内容

について周知の強化を図ります。 

・地域で活動している町会や高齢者クラブなどの集まりに出向き、お互いに顔を合わせて

交流を深めるなど、認知度の向上を図ります。 

・新型コロナウイルス感染症の感染予防の取組みとして、オンラインを活用した交流など

多様な手法による周知も進めていきます。 

④ 地域包括支援システムによるデータ分析 

・複雑化・多様化する相談について、地域包括支援システムを活用し、相談内容や対応の

データ分析を行い、効率的な取組みや課題を高齢者総合相談センター間で共有するなど

して、相談体制の強化を図ります。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

パンフレット、マグネット等の作成 15,000 部 15,000 部 

地域ケア個別会議の実施 134 回 140 回 

（２）ケアマネジャーの資質向上と育成支援

第 7期の実施状況 

① 主任ケアマネジャーの育成支援 

・高齢者総合相談センターの主任ケアマネジャーで構成される「豊島区主任介護支援専門

員育成委員会」により、地域のケアマネジャー向けの研修会の企画・運営や地域ケア会議

への参画の機会を提供しました。 

・このような機会を提供することにより、新規の主任ケアマネジャー資格取得希望者や、取

得後の更新者へ取得要件を満たせるよう環境整備に取り組みました。 

② 研修による資質向上 

・高齢者総合相談センターや豊島区で実施するケアマネジャー向けの研修について、研修

の年間計画や実施状況を豊島区のホームページに掲載しました。 

・地域の主任ケアマネジャーを中心とした「豊島区研修企画委員会」で研修について検討

し、主任ケアマネジャーや居宅介護支援事業所管理者、その他のケアマネジャー向けと対

象別の研修を実施しました。 
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・研修に参加できなかった事業所にも、研修実施報告書を配布して居宅介護支援事業所の

OJTで活用することができるようにしました。 

参加人数 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(1 月末現在)

介護支援専門員研修 316人 357 人 0 人 

主任介護支援専門員研修 - 139 人 65 人 

③ ケアマネジメントの基本方針 

・介護保険の基本理念に基づき、豊島区におけるケアマネジメントの在り方をケアマネジ

ャーと共有し、自立支援・重度化防止に向けたケアマネジメントの実現を図るために「豊

島区ケアマネジメントに関する基本方針（以下「基本方針」といいます。）」を策定し、区

内全居宅介護支援事業所に配布するとともに、ホームページに掲載をしました。 

第 8 期の取組み 

① 基本方針に基づくケアマネジャーの育成支援 

・基本方針に基づき、自立支援・重度化防止に資するケアマネジメントの在り方について、

高齢者総合相談センターや主任ケアマネジャーと連携しながら、ケアマネジャー全体で

意識の共有が図れるよう取組みを強化します。 

② 居宅介護支援事業所管理者への主任ケアマネジャー資格取得の促進 

・主任ケアマネジャー資格取得のための環境を引き続き整備するとともに、主任ケアマネ

ジャー資格取得後に、地域のケアマネジャーの育成支援を高齢者総合相談センタ一や豊

島区と共に担えるよう連携体制を強化します。 

③ ケアマネジメントの資質向上 

・豊島区が実施するケアマネジャー向けの研修事業について、受講対象者の経験等に応じ

て 2種類の内容に整理し、習熟を図ります。 

・新型コロナウイルス感染症の感染予防の取組みとして、メディカルケアステーション

（MCS）（※）の活用や、オンライン活用による研修等を行い、ケアマネジャーの資質向上

を図ります。 

※メディカルケアステーション（MCS）：医療介護従事者専用に開発されたクローズド（非公開型）SNSのこ

と。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

研修回数（主任ケアマネジャー対象） 4 回 4 回 

研修回数（ケアマネジャー等対象） 4 回 4 回 
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（３）地域ケア会議機能の推進

第 7期の実施状況 

地域ケア会議（※）を再編し、それぞれの地域ケア会議を通して個別の困りごとや課題から

地域全体の共通課題を発見するとともに、解決策を模索するため検討を重ね、「個別→全体→

個別」という循環型のサイクルにより施策を実行することができました。 

※豊島区の地域ケア会議は、個別の事例について検討する「地域ケア個別会議」と、この個別事例の検討から明ら

かとなる地域課題への対応を検討する「地域ケア推進会議」の 2つに大別されます。 

① 地域ケア会議の実施状況 

地域ケア会議の実施状況 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(1 月末現在)

地域ケア個別会議(事例検討数) 189 件 146 件 132 件 

地域ケア推進会議(開催回数) 77 回 40 回 21 回 

② 地域ケア会議の成果（地域ケア会議から具体的施策に結びついた例） 

・地域の認知症施策に携わる関係者間で実行委員会を立ち上げ、認知症に関する映画の上

映会を開催し、関係者間の連携強化と認知症の普及啓発につなげました。 

・各高齢者総合相談センターに MCS を導入しました。同時に複数の関係機関と情報共有が

可能となることで、医療・介護分野の多機関連携が強化されました。 

・地域課題の把握を通して、8か所の高齢者総合相談センターの機能強化や、行政の関係部

署間の協働促進が行われた事例、地域の課題が豊島区の課題として検討されて具体的な

施策に結び付くという、循環型サイクルが機能している事例も見られました。 

第 8 期の取組み 

① 地域課題の分析の強化 

・地域の実情を具体的に地域課題に反映するために、地域ケア会議の課題を抽出する過程

を整理し、データ収集・分析の精度を向上させます。 

② 職種別部会による検討 

・職種別部会による地域課題検討の場を設け、各職種の専門性を活用し、より細かな検討を

進め、地域ケア全体会議につなげて区の施策に反映できるようにします。 

③ 全体会議での地域課題からの政策提案 

・これまでの実施方法に、上記①、②の取組みを加えることにより、地域課題の検討を深

め、全体会議でのより現実に即した課題の投げかけや施策の提案へと結びつけ、区民への

還元を行っていきます。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

地域ケア個別会議(事例検討数) 146 件 150 件 

地域ケア推進会議(開催回数) 40 回 40 回 

ケアマネジャーが高齢者総合相談センターと連携出来ている

とする割合（ケアマネジャー調査）
63.2％ 70.0％ 
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（４）介護予防活動の支援、介護予防ケアマネジメントの推進

第 7期の実施状況 

① 自立支援地域ケア会議 

自立支援・介護予防に向けた取組みとして、自立支援地域ケア会議での検討を通して、多

職種の視点からの助言をケアマネジメントに取り入れています。 

② 初回アセスメント強化事業・地域づくり推進事業 

リハビリテーション専門職がケアマネジャーに同行し、要支援・事業対象者に該当する高

齢者の自宅を訪問し、サービス導入前の段階から助言をすることで、自立支援・重度化防

止の考え方をケアマネジメントに反映させてきました。 

実施回数 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(1 月末現在)

初回アセスメント強化事業 37 回 18 回 24 回 

第 8 期の取組み 

① 介護予防ケアマネジメントの再構築 

・これまでのケアマネジメントに加え、通いの場や住民主体の介護予防活動を地域に広め

ていくために、利用手続きの簡素化と共に、ケアマネジャーの負担を軽減するため、簡略

化したケアマネジメントを構築するなど、介護予防ケアマネジメントの体系を見直しま

す。 

② 地域を巻き込んだ介護予防活動の展開 

・個別支援とともに、地域での通いの場などの活動や生活支援コーディネーターとの連携

を進め、介護予防ケアマネジメントに反映させます。 

・高齢者本人や家族、高齢者総合相談センター、介護サービス事業者、地域の関係者、行政

機関等が一丸となって、地域の介護予防活動を展開します。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

初回アセスメント 実施回数 18 回 20 回 
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施策４ 認知症になっても安心して暮らせる地域づくり 

現状・課題

【認知症施策推進大綱の５つの柱と取組み状況】 

○65歳以上高齢者の約4人に1人が認知症の人又は予備軍と言われ、今後さらに増加することが

見込まれます。 

○令和元年度の要介護認定者調査では、不安に感じる介護の内容について「外出の付き添い、送

迎など」に次いで、「認知症症状への対応」があげられています。 

○新オレンジプランの後継として令和元年6月に策定された「認知症施策推進大綱（以下「大綱」

といいます。）※表１」では、認知症は「誰もがなりうるもの」とした上で、「発症を遅らせ、

認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指す」とし、「共生」と「予防」

を車の両輪として施策を推進していくこととされています。 

○「共生」の実現のためには、認知症に対する画一的で否定的なイメージを払拭し、地域で暮ら

す認知症の人とともに普及啓発を進め、認知症になっても希望を持って前を向いて暮らすこと

ができる姿を、積極的に発信していくことが重要です。 

○「予防」については、「認知症にならない」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせ

る」「認知症になっても進行を穏やかにする」という意味があります。 

○運動不足の改善、生活習慣病の予防、社会参加による社会的孤立の解消や役割の保持、難聴へ

の対応等が、認知症予防に資する可能性があることが示唆されています。 

【普及啓発・相談窓口の周知】 

○認知症サポーター（※）数は年々増加していますが、近隣区と比較する

と累計養成者が少ない現状があります。 

○認知症症状への正しい理解を深め、認知症の人や介護をする家族など

の不安を取り除くための取組みや、認知症になっても地域で安心して

生活するための支援が求められています。 

※認知症サポーター：養成講座を受講し認知症を正しく理解した応援者のこと 

【認知症の早期発見・診断後の伴走型支援】 

○もの忘れ相談、認知症初期集中支援事業、認知症検診等を実施し、認知症の初期症状がみら

れる高齢者へ早期に集中的な介入を行うことが大切です。悪化を防止し、医療・介護サービ

スを活用しながら、可能な限り在宅生活を継続する伴走型支援が求められています。 

【認知症バリアフリーの推進】 

○地域における認知症対策を継続的に支援する体制を確立し、推進するため、豊島区認知症施

策推進会議を設置しています。 

○認知症の人が住み慣れた地域で暮らし続けるためには、認知症の進行に合わせた医療・介護

認知症サポーターキャラバン

のマスコットキャラクター 
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を提供できる体制づくりが必要です。 

○豊島区の若年性認知症の人は140人（令和2年7月時点）と推計しています。若年性認知症の

人の問題は多岐にわたり、経済的問題をはじめ、様々な問題を抱える家族介護者の心理的サ

ポートや、適切な相談機関の紹介等、症状、障害、年齢等に応じた制度横断的な支援が必要

です。 

○大綱では、令和7(2025)年に向け「全市区町村で、地域において把握した認知症の人の悩み

や家族の身近な生活支援ニーズ等と認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕組み（チ

ームオレンジ）を整備」することが掲げられています。 

○認知症の人はその病態により、自分の意思を表明することが難しくなることがあります。 

平成 30 年 6 月には厚生労働省が「認知症の人の日常生活・社会生活における意思決定ガイ

ドライン」を作成しました。本人が意思決定しながら尊厳をもって暮らしていくことが重要

であり、意思決定支援の強化が課題です。 

【高齢者の権利擁護（※）】 

○成年後見制度の区長申立件数、助成件数とも増加傾向にあります。 

○認知症の問題から発生する場合が多い養護者による高齢者虐待受理件数は、増加傾向にあり

ます。 

※権利擁護とは、認知症などにより自分で判断する能力が不十分だったり、意志や権利を主張する

ことが難しい人たちのために、権利の主張や自己決定をサポートしたり、代弁することでその方

が安心して自分らしく生活が送れるよう支援することです。 

表１ 

認知症施策推進大綱の5つの柱 

1 普及啓発・本人発信支援 

2 予防（認知症への「備え」として） 

3 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

4 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

5 研究開発・産業促進・国際展開 

目指す姿

○認知症予防を含む介護予防を推進し、認知症の容態に応じた切れ目のない適時・適切な医療・

介護等の提供を行い、「共生」と「予防」を車の両輪として、認知症の人や家族が尊厳と希望

を持って自分らしく安心して住み続けられるやさしい地域づくりを目指します。 

○認知症当事者や家族の声を聴き、当事者の視点をわかりやすく区民、関係者に伝えるとともに

施策や評価に反映させることで、意思と権利が守られ、認知症に関する偏見の払拭を進めます。 
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施策指標

施策指標 現状 方向性 

認知症に関する相談窓口の認知度（ニーズ調査） 28.4％ 上げる 

主介護者が「認知症症状への対応」に不安を感じる割合 

（要介護認定者調査）
26.2％ 下げる 

認知症初期集中支援チームにおける医療・介護サービスに

つながった者の割合 
72.7％ 上げる 

目指す姿の実現に向けた主な取組み 

（１）普及啓発・本人発信支援

第 7期の実施状況 

① 認知症に関する理解促進 

・令和 2年 9月末までに、累計 13,709 人の認知症サポーターを養成しました。 

・豊島区医師会と協力して、小・中学校で認知症ジュニアサポーター

養成講座も進めています。 

② 相談先の周知 

・豊島区医師会とともに、「豊島区認知症パンフレット」を作成し、  

認知症についての正しい知識の普及を図るとともに、相談先等の紹

介をしています。 

・令和 2年度には、認知症に対する画一的で否定的なイメージを払拭

する観点から、より認知症を身近に感じてもらえる絵本のような小

冊子「もしも（※）」豊島区版を発行しました。 

③ 認知症の人本人からの発信支援 

・広報特集号や、アルツハイマー月間における中央図書館の特別展 

 示等で認知症の人本人の声を発信してきました。 

・令和2年度より、認知症の人本人が、自身の希望や必要としてい 

ることを本人同士で語り合う「本人ミーティング」を開始してい 

ます。 

・「本人ミーティング」や「インタビュー」を実施して、認知症の 

 人本人の視点を認知症ケアパスの改訂に反映しました。 

第 8 期の取組み 

① 認知症に関する理解促進 

・認知症の理解促進のため、認知症サポーターを養成し、「共生」社会を目指します。 

※発行元：認知症介護研究・研修仙

台センターを豊島区版に一部改変

広報としま特別号令和元年9月17日号 
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・住宅関係者や商店街等職業団体等に働きかけ、職域型の認知症サポーターの育成を強化

します。 

・豊島区医師会と協力し、区内小中学生を対象とした認知症ジュニアサポーター養成等、認

知症高齢者に対する理解を深めるための教育を推進します。 

・世界アルツハイマーデー等の機会を捉えて、認知症に関する情報や、高齢者総合相談セン

ターの相談体制を周知します。 

② 本人ミーティングの推進 

・認知症施策推進会議では、認知症の人の意見を把握し、認知症施策の企画・立案や施策の

評価に反映するようにします。 

・本人の活動を支援するため、本人ミーティング等の発信の場づくりを、共に考え伴走型支

援をします。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

認知症サポーター養成者数（累積） 13,230 人 17,000 人 

高齢者総合相談センターにおける認知症相談件数 3,362 件 4,000 件 

（２）予防（認知症への「備え」として）

第 7期の実施状況 

① 認知症予防の推進 

･「認知症予防≒介護予防」の理念のもと、フレイル対策推進や「まちの相談室」の専門相

談を開始しました。 

・認知機能低下予防のため、生理的予防法（運動習慣・食習慣の改善）と認知的予防法（知

的活動習慣や対人接触）を含む活動を推進しています。 

② 認知症予防プログラム事業 

・脳の活性化に役立つ「ウォーキング講座」や「コグニサイズ（体と脳を同時に動かすエク

ササイズ）」「絵本読み聞かせ講演会」「ヒヤリングフレイル講座」を実施しています。

第 8期の取組み 

①  社会参加の場の拡大（再掲） 

② 認知症出前講座の充実 

・冊子「もしも」を媒体にした認知症支援講座を、区民ひろばや町会等で実施し、認知症や

初老期のうつ、認知症の備え等の普及啓発を実施します。 

③  高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進（再掲） 

④ 認知症予防プログラム事業の拡大 

・従来の認知症予防プログラム事業継続に加えて、時勢に応じた講座を企画します。
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事業指標 

事業指標 現状 目標 

高齢者の週 1回以上のスポーツ実施率（ニーズ調査） 56.2％ 60％ 

認知症予防プログラム事業 延べ参加者数 102 人 130 人 

（３）医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

第７期の実施状況 

① 早期発見・早期対応、医療・介護・生活支援体制の整備 

（ア）認知症検診推進事業 

・今後 75 歳以上の後期高齢者人口の増加に伴い、認知症高齢者も急速に

増加することが見込まれています。認知症に関する正しい知識の普及

と、早期診断、容態に応じた適切な医療・介護・生活支援等を受けられ

る体制を構築することを目的として、認知症検診推進事業を開始しまし

た。

・令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、対象者への普及啓発のため

認知症パンフレット等を送付しました。 

（イ）もの忘れ相談 

・高齢者総合相談センターにおいて、豊島区医師会の認知症かかりつけ医が相談に応じて

います。予約制の定例相談に加え、訪問等を行う随時対応相談があります。 

（ウ）認知症初期集中支援事業 

・豊島区はチーム員医師（認知症サポート医）、看護師、精神保健福祉士等の専門職で構成

する「認知症初期集中支援チーム（以下「初期集中支援チーム」といいます）」に、認知

症専門医のサポートも組み入れ、精神疾患との判別も含め、より精度の高い支援となるよ

うに体制を整備しました。 

・4 つの日常生活圏域に配置した初期集中支援チームが、認知症の初期や、医療や介護につ

ながらない方を対象に、本人の望む自立した生活が送れるよう支援しています。 

（エ）認知症地域支援推進員（※）の配置 

・認知症事業の企画調整や個別事例の相談支援、地域のネットワークづくり等を行ってお

り、令和 2年度には、増員を図ることで体制を強化しました。 

・日常生活圏域に 1 人の認知症地域支援推進員を配置し、高齢者総合相談センターの認知

症に対する対応力向上を図りました。 

・高齢者総合相談センターにおいて、必ず１人は認知症地域支援推進研修受講者がおり、認

知症地域支援推進員と共に認知症の専門的な支援や認知症にやさしい地域づくりのでき

る体制を推進しています。 

※認知症地域支援推進員：国の定めにより認知症施策の推進役として地域における認知症の人の医療・介護

の支援ネットワーク構築、地域の特徴や課題に応じた事業の企画・調整や相談支援・支援体制の構築活動を

しています。

認知症パンフレット 
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（オ）認知症支援コーディネーター（※）の配置 

・認知症支援コーディネーターと地域拠点型認知症疾患医療センターである東京都健康長

寿医療センターの認知症アウトリーチチームが連携して、病気や家族関係、経済等で複数

の問題を抱える認知症疑いの高齢者宅を訪問する等、多職種協働による適時・適切な支援

を推進してきました。 

※認知症支援コーディネーター：東京都独自の制度で、地域の認知症対応力の向上を図っています。 

・複数の問題を抱えるケースへの対応等には、「高齢者こころの相談」「認知症・虐待専門ケ

ア会議」「要介護高齢者援助スタッフ専門相談」等を実施、活用しています。 

② 認知症対応力向上の促進 

・認知症の人の意思を尊重し、切れ目ない支援を目指

す多職種協働研修を、地域連携型認知症疾患医療セ

ンターである豊島長崎クリニックとの共催で行っ

ています。 

③ 医療・介護方法の普及・啓発 

・規定の研修を修了した豊島区医師会員が「認知症 

かかりつけ医」として登録されており、認知症の 

疑いのある人が相談しやすいように区と連携して 

います。 

・介護者に向けてパンフレットや講座で、認知症の対応方法を発信しました。 

第８期の取組み 

① 認知症検診の実施及び伴走型支援の充実（早期発見・早期対応） 

・令和 2 年度より開始した認知症普及啓発事業を拡充し、認知症かかりつけ医受診・専門

医療機関での鑑別診断を含む認知症検診を実施し、早期診断・早期支援を推進します。 

・診断後、「認知症ケアパス」等に沿って対象者の状況に応じた支援をします。認知症地域

支援推進員、高齢者総合相談センター等関係機関と連携し、住み慣れた地域での安全・安

心な生活を共に考え、必要な支援につなげます。 

・容態に応じた適切な医療・介護・生活支援等を受けられる体制を強化します。 

② 適時・適切な医療・介護等の提供 

・認知症の不安を抱える本人や家族に対して、豊島区医師会の認知症かかりつけ医の協力

による「もの忘れ相談」を充実させます。 

・認知症の進行に合わせた生活ガイドブック「認知症ケアパス」を 3 年に一度改訂し、医

療・介護・地域の連携体制づくりを図ります。 

・医療・介護・福祉の複数の専門職が初期集中支援チームとなって自宅を訪問し、自立した

生活をサポートする「認知症初期集中支援事業」について、必要な方がタイムリーに利用

できるように普及啓発を強化します。 

③ 医療従事者等の認知症対応力向上の推進 

・四師会（医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護師会）と連携し、東京都の医療職への研修

多職種連携研修の様子 
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体制を補完する形で、研修等の実施を検討していきます。 

④ 介護従事者の認知症対応力向上の促進 

・認知症の人が質の高い生活を送るためには、各支援者が認知症対応に関する専門性を高

め、連携を図ることが大切です。認知症の人の意思をできるだけくみ取り、それを活かし

て支援ができるよう、医療・介護従事者等の専門職向け多職種協働研修や、「認知症の人

の日常生活・社会生活における意思決定支援ガイドライン」等の周知を図ります。 

・認知症介護基礎研修の周知や、認知症対応力向上のため研修受講の促進に向けて事業者

を支援します。 

・認知症ケアのリーダーを担う認知症介護指導者や認知症介護実践リーダーと連携し、認

知症ケアの質の向上について意見を求め、認知症ケアに寄与するようにフィードバック

します。 

・介護従事者による虐待防止に向けた取組みについて、関係機関・介護事業者等と連携しな

がら検討していきます。 

⑤ 認知症本人支援、介護者への負担軽減の促進 

・認知症の人やその家族、地域住民等、誰でも安心して集い、交流を図りながら認知症関連

の情報を共有し、理解を深める場として「認知症カフェ」の充実を図り、認知症カフェ未

設置の地域への配置を検討していきます。 

・地域で認知症の人やその家族が安心して生活するために、認知症の人や家族の声を聞き、

本人の思いや介護をする家族が抱える多様な課題に合わせた取組みを推進します。 

・認知症介護者サポーターが運営する介護者の会について、連絡会への参加及び豊島区介

護予防活動支援助成金交付事業を通して運営を支援します。 

・認知症地域支援推進員の増員を図り、身近な地域で求められるニーズに合わせた相談支

援体制の充実を検討します。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

認知症初期集中支援チームにおける支援相談人数 30 人 34 人 

認知症カフェ箇所数 18 か所 20 か所 

（４）認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

第 7期の実施状況 

① 認知症バリアフリーの推進 

（ア）認知症施策推進会議 

・豊島区では、四師会、認知症の関係機関等の関係者が参加し、地域における認知症対策を

継続的に支援する体制を確立し、推進するため、認知症施策推進会議を設置しています。 
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（イ）認知症映画会実行委員会、RUN伴としま 

・認知症バリアフリーの推進、地域の関係機関との連携強化等を目的に、認知症映画会実行

委員会を設置し、認知症に関する映画会を実施しました。また、全国的な認知症普及啓発

活動である RUN 伴（※）を令和元年度に地域の支援者と共に実施しました。 

※RUN伴：あらかじめ設定したゴールまで認知症の人や家族、支援者、一般市民がたすきリレーを行うこと 

（ウ）若年性認知症の人への支援 

・年1回若年性認知症の研修会・連絡会を実施し、「若年性認知症リーフレット」を発行し

て、普及啓発や関係機関の連携を図っています。 

・多問題を抱える若年性認知症の人への、より横断的・専門的な支援を身近な地域で受けら

れる体制整備を進めてきました。 

（エ）見守りと支え合いの地域づくり（再掲） 

・認知症になっても、認知症の人と家族が地域で安心して暮らし続けるためには、誰もが認

知症に対する正しい知識を持ち、支え合うことができる地域づくりが重要です。 

・認知症サポーター養成講座等により普及啓発を進めるとともに、以下の取組みを行って

います。 

・徘徊高齢者の位置情報サービス利用料金を助成   

・民間事業者との協定による緩やかな見守り  

（オ）地域の支えあい活動の推進 

・認知症サポーター養成講座受講後、認知症サポーターのスキルアップのため「パーソン・

センタード・ケア（※）」「声掛け講座」を実施し、見守り・助け合い活動を推進してきま

した。 

※パーソン・センタード・ケア：認知症をもつ人を一人の「人」として尊重し、その人の立場に立って考え、ケ

アを行おうとする認知症ケアの一つの考え方

第 8期の取組み 

① 認知症バリアフリーの推進 

・認知症当事者の希望や権利が守られ、認知症になっても安心して自分らしく暮らせる区を

目指し、（仮称）認知症施策推進条例の制定に向けた検討を進めます。 

・見守りと支えあいネットワーク事業に関する協定の中で、「認知症の人やその家族を支え

る地域づくりへの協力」の項目を設けており、この取組みをさらに推進していきます。 

・一人暮らし高齢者の割合が高い豊島区の特徴を踏まえて、マンション、アパート等の集合

住宅の住人、管理組合、管理人等への認知症の普及啓発を進め、自宅での生活を継続でき

るように関係機関との連携強化を図ります。 

地域の支援者の方々と開催した RUN 伴や映画会の様子 
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② チームオレンジについての検討 

・認知症サポーターの量的な拡大を図ることに加え、今後は養成するだけでなく、できる範

囲で手助けを行うという活動の任意性は維持しつつ、ステップアップ講座を受講した認

知症サポーター等が支援チームを作り、認知症の人やその家族の支援ニーズに合った具

体的な支援につなげる仕組み「チームオレンジ」の構築を目指します。 

・豊島区はステップアップ講座を受講した方を中心とした支援者をつなぐ仕組み「チームオ

レンジ」の構築を目指し、仕組みや運営支援を行うコーディネーターの設置について検討

します。 

③ 若年性認知症の人への支援 

・認知症支援コーディネーター、認知症地域支援推進員が東京都の若年性認知症支援センタ

ーとともに連携して伴走支援します。 

④ 認知症の人の活躍の場の創出 

・初期に診断された方の生きがい支援として、希望と尊厳を重視した居場所の確保も目指

し、認知症の人のボランティア活動や就労の支援を検討します。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

チームオレンジの整備 検討中 活躍の場の拡大 

（５）高齢者の権利擁護

第7期の実施状況

① 成年後見制度の利用促進 

・区民が適切に成年後見制度を利用できるよう、親族による申立てが見込めない場合に区長申

立による審判請求を行うとともに、資産などが少なく後見報酬付与が困難な場合には報酬助

成を行いました。その結果、区長申立て件数、報酬助成件数とも増加傾向にあります。 

チームオレンジ イメージ図 
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・成年後見人の担い手として社会貢献型後見人の養成のための講習を、社会福祉協議会ととも 

に実施しました。 

② 高齢者虐待への対応 

・高齢者虐待は増加傾向にあり、その背景は多様であるため、専門家による

助言が欠かせません。認知症・虐待専門対応事業として、精神科医師、弁

護士、臨床心理士等の相談を実施しました。 

・虐待の未然防止のため、啓発を目的として人権週間のパネル展示やパンフ

レットによる周知を行いました。  

第8期の取組み

① 権利擁護のための施策の推進 

・成年後見制度の利用の促進に関する法律の趣旨にもとづき、区における成年後見制度の利用

促進に資する条例を制定するとともに、施策についても基本的な計画を策定し、中核機関を

中心とした地域連携ネットワークを構築します。 

・成年後見制度を必要とする方が適切に利用できるように区長申立による審判請求、資産が少

なく後見人報酬付与が困難な方に対する報酬助成を行います。 

・高齢者虐待に対しては、認知症に対する理解が不十分なことで生じる場合も多く、早期に発

見、対応するために啓発事業を引き続き行うとともに、支援者が専門家に助言を得られる認

知症・虐待専門対応事業による専門相談を実施し、適切な対応を行っていきます。 

② 消費者被害の予防 

・認知症の人が経済的な被害にあわないよう、消費生活センターや警察等と連携し、悪質商法

等のトラブル防止方法についても、引き続き周知していきます。 

・オレオレ詐欺などの特殊詐欺防止のための企画や、認知症の人への「声かけ講座」等を開催

し、警察・地域の金融機関等との連携を強化します。 

③ 意思決定支援の推進 

・認知症の人への意思決定支援についての理解を進める 

とともに、専門職種が様々なガイドラインの主旨を 

踏まえた意思決定支援が実施できるよう、他部署と 

連携した研修を開催します。 

事業指標

事業指標 現状 目標

成年後見制度 中核機関の整備 検討中 整備済み

トーキングマットを使った意思決定支援講座 

人権週間パネル展示



90 

施策５ 在宅医療・介護連携の推進 

現状・課題

○健康に関する意識調査(令和2年)では、かかりつけ医を持つ区民の割合は63.2％であり、44.4％

の人が長期の療養が必要になった場合、自宅で療養生活を続けることを希望しています。一方

で、それが実現可能と考える区民の割合は 27.3%です。誰もが安心して在宅医療を受けられる

環境を整備するとともに、かかりつけ医を持つことを推進する必要があります。 

○急性期医療などは、広域自治体である東京都が二次医療圏域ごとに調整していますが、介護分

野との連携など在宅医療については、平成 30 年 4月以降は区が調整主体として主導的な役割

を果たすこととされています。 

○在宅医療連携推進会議や専門部会、各種研修の開催により、医療・介護の連携強化やスキルア

ップといった体制整備に取り組む他、在宅療養に関する区民公開講座を開催し、在宅療養の理

解を促進する必要があります。 

【令和 2年 健康に関する意識調査】 

③自宅での長期の療養生活の実現可能性 

①かかりつけ医の有無：性別、年代別 

②長期の療養が必要になった場合、 

自宅で療養生活を続けたいと思うかの希望状況 
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在宅医療連携推進会議交流会

目指す姿

○在宅療養を希望する区民を適切に支援できる医療・介護従事者により、顔の見える連携が推進

され、区民の誰もが住み慣れた地域で安心して在宅医療を受けることができる都市を目指しま

す。

施策指標

施策指標 現状 方向性 

在宅療養を希望する区民の割合 
44.4% 

（令和 2年度） 
上げる 

在宅療養が実現可能と思う区民の割合 
27.3% 

（令和 2年度） 
上げる 

目指す姿の実現に向けた主な取組み 

（１）医療・介護従事者を中心とした多職種連携の推進 

第 7期の実施状況 

① 在宅医療連携の推進 

・在宅医療連携推進会議を年 3 回開催し、多職種による

在宅医療介護連携の取組みを進めました。また 6 つの

専門部会（lCT 部会、口腔・嚥下障害部会、在宅服薬管

理部会、訪問看護ステーション部会、リハビリテーシ

ョン部会、感染症対策部会（令和 2年 9月設置））で個

別の課題検討を行いました。毎年度末には区内医療・

介護従事者が約100人参加して多職種による事例検討

や顔の見える関係づくりを行いました。 

② 豊島区地域医療・介護ネットワーク構築事業 

・豊島区医師会が主体となって、高齢者総合相談センター8圏域ごとに多職種連携の会を開

催する他、lCT を活用した医療・介護連携ネットワークの構築を進めました。 

第 8 期の取組み 

① 在宅医療連携の推進 

・引き続き多職種による「顔の見える」在宅医療介護連携の取組みを進めます。また、近隣

病院の医療連携担当と積極的に意見交換を行い、連携を深めます。 

② 豊島区地域医療・介護ネットワーク構築事業 

・在宅医療機関・介護事業者情報に介護事業所のMCS 利用状況を表示することで、連携体

制の強化を図ります。またWeb会議を促進し、参加しやすい体制を構築します。 
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事業指標 

事業指標 現状 目標 

豊島区医師会多職種ネットワークの登録機関数 162 機関 200 機関 

在宅医療連携推進会議交流会の開催 

0 回 

※新型コロナウイ

ルスの影響で中止

各年度 1回 

（２）在宅医療・介護に関わるスタッフのスキルアップ 

第 7期の実施状況 

① 在宅医療コーディネーター研修 

・豊島区における地域包括ケアシステムの機能向上にむけて、在宅医療を取り囲むスタッ

フのスキルの向上・育成を具体化する「在宅医療コーディネーター研修」を実施しまし

た。基礎編を実施した翌年は、基礎編修了者を対象とした上級編を行いました。 

② 専門職向け研修 

・区民の在宅療養及び在宅医療体制の充実のため、関係職種に対し、研修を実施しました。 

第 8 期の取組み 

① 在宅医療コーディネーター研修 

・豊島区における地域包括ケアシステムの機能向上を目指し、引き続き在宅医療を取り囲

むスタッフのスキルの向上・育成を具体化する「在宅医療コーディネーター研修」を実施

します。 

② 専門職向け研修 

・区民の在宅療養及び在宅医療体制の充実のため、関係職種に対し、研修を実施します。 

・看護師、リハビリテーション専門職向け訪問体験研修を継続的に実施することで、スキル

の向上を図ります。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

在宅医療コーディネーター研修開催回数 5回 5 回 

専門職向け研修開催回数 5回 5 回 
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（３）在宅医療に理解ある区民を増やす 

第 7期の実施状況 

① 区民公開講座の実施 

・在宅療養に関する区民公開講座を実施し、区民の意識・関心を深めました。 

② 在宅医療相談窓口（平成 24 年度開設） 

・在宅医療に関するワンストップ型の在宅医療相談窓口を

設置しています。在宅医療を希望する区民とその家族、医

療機関、高齢者総合相談センター、介護サービス事業所等

からの在宅医療に関する相談を受けるとともに、必要に

応じて、在宅医療に必要な医療・介護スタッフの確保・連

携調整を行っています。 

③ 在宅医療に関する情報の周知 

・豊島区在宅医療地域資源マップの配布や、在宅医療機関・

介護事業者情報をホームページで公開し、在宅療養生活

の補助及び、多職種ネットワークの構築を進めています。 

第 8 期の取組み 

① 区民公開講座の実施 

・「人生会議（ACP）」（将来の人生を、どのように生活してどのような医療や介護を受けて

最期を迎えるかを計画して、家族や近しい人、医療やケアの担当者とあらかじめ表してお

く取組み）など身近で話題性のあるテーマを設定するなど参加しやすいよう工夫し、在宅

医療に理解のある区民を増やします。 

② 在宅医療相談窓口 

・在宅医療を希望する区民とその家族、医療機関、高齢者総合相談センター、事業所等から

の在宅医療に関する相談を受けるとともに、必要に応じて、在宅医療に必要な医療・介護

スタッフの確保・連携調整を行います。 

・在宅医療連携拠点の設置に向けた準備を行い、地域における包括的かつ継続的な在宅医

療の提供を目指します。 

③ 在宅医療に関する情報の周知 

・在宅医療機関・介護事業者情報について随時内容を更新し、ホームページに掲載します。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

区民公開講座開催回数 3回 4 回 

在宅医療相談窓口コーディネート数 1,772 件 1,950 件 

各種相談窓口リーフレット 
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施策６ 高齢者の住まいの充実（介護サービス基盤の整備） 

現状・課題

〇豊島区の高齢者世帯の状況をみると、一人暮らしや夫婦二人暮らしの割合が高いこと、民営借

家に住む一人暮らし高齢者の割合が高いことなどの特徴があります。 

〇一般高齢者、要支援・要介護認定者ともに、将来介護を受けたい場所は「自宅」が一番高く、

次いで「介護施設」となっています。また、人生の最期を迎えたい場所として約 4割の方が自

宅を希望しています。 

〇区内の特別養護老人ホームの待機者数は、令和 2 年 6 月末時点で 521 人（うち優先度の高い

方は 253 人）となっています。待機者のうち医療行為等が必要な方は 60 人です。 

〇高齢者人口は令和7（2025）年頃までほぼ横ばいの予測ですが、後期高齢者人口については増

加すると予測されます。また、要介護認定を受けた高齢者で認知症症状のある方は緩やかに増

加して、今後 20年間で約 1,000 人の増加が見込まれます。 

【「住まい」を捉えなおす】 

〇豊島区では、高齢者向けの住宅として、生活相談ができる福祉住宅、緊急通報装置が設置さ

れバリアフリー化された高齢者向け優良賃貸住宅などの整備を進めてきました。 

〇また、在宅での生活が困難な状態になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよ

う、特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）や認知症高齢者グループホーム（認知症対応

型共同生活介護）などの介護施設の整備を進めてきました。 

〇近年は、介護施設の整備に適した土地の確保が難しいこと、土地代が高いこと、建築価格が

高騰していることなど、を要因に整備が進みにくい状況が続いています。 

〇一方、区内の介護付有料老人ホームでは要介護者のうち中重度（要介護 3以上）が過半を占

める他、サービス付き高齢者向け住宅に併設しているサービスの利用が増加傾向にあるな

ど、要介護高齢者の「住まい」が多様化していることがうかがえます。 

〇また、サービス種別ごとの受給者数をみても、施設・在宅サービスは横ばいなのに対して居

住系サービスが増加傾向にあることから、その選択肢としての重要性がわかります。 

〇居住系サービスである特定施設入居者生活介護（介護付有料老人ホーム等）や認知症高齢者

グループホームの豊島区の整備率（定員数／高齢者人口）は、23 区平均と比較して低くな

っており、区内で展開されている住まいやサービスごとの需給に偏在が生じていることが考

えられます。 

〇支援を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らし続けられるよう、

利用者のニーズを的確に把握し、それぞれの生活ニーズにあった「住まい」や「サービス」

を重点的に整備していくことが求められます。 
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【高齢者の在宅生活の継続を支える】

〇令和元年度の介護保険アンケート調査報告書を分析すると、認知機能の低下進行から、終日

の見守りや問題行動等への対応が生じ、家族介護者の不安や負担が大きくなり、在宅生活の

継続が困難となっていることが推察されます。 

〇また、本人の心身機能の重症度が上がるにつれ、訪問系サービスに通所系・短期系等サービ

スを組み合わせた利用方法となっていることが分かります。さらに本人の心身機能がより一

層悪化した時には、通所系・短期系の利用が増え、自宅における介護に伴う、家族介護者の

不安感を大幅に減らす対応をとっていることが推察されます。 

〇要介護となっても在宅での生活を可能な限り支えていくためには、地域包括ケアシステムと

しての生活の基盤である「住まい」を確保し、安心して居住するための環境を整えるととも

に、本人の心身機能の重度化への対応、家族介護者の負担軽減に資する多様かつ柔軟な介護

サービスの提供が求められます。 

【住まいやサービスの質を確保する】 

〇高齢者の居住の場である「住まい」が多様化する中、それぞれの施設やサービス提供におい

て本人の意思や人格が尊重されるような運営が求められます。 

〇要介護の状態が中重度に変化しても適切なケアを提供していくためには、これまで以上に施

設間、施設とケアマネジャーなど、さまざまな連携を強化していくことが望まれます。 

〇介護サービス事業所調査では、全体の 56.7％の事業所が「経営状況が厳しい」と回答してお

り、経営強化に向けた対策が求められます。 

〇今後、老朽化等により更新時期を迎える施設が増えることが予測されます。耐震性や安全性

を確保する観点から、改修や改築等への対応が必要になります。 

〇近年多発している災害や新型コロナウイルスをはじめとする感染症に対する取組みや備え

についても検討が必要です。 

【施設サービス・居住系サービス等の基盤整備状況】 

サービス種別 施設数 定員数 

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設） 10 か所 766 人 

介護老人保健施設 3か所 356 人 

介護療養型医療施設 1か所 85 人 

介護医療院 0か所 0 人 

特定施設入居者生活介護（介護専用型） 1か所 30 人 

特定施設入居者生活介護（混合型） 6か所 296 人 

ショートステイ（短期入所生活介護） 10 か所 96 人 

（令和 2年 9月現在） 
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【地域密着型サービスの基盤整備状況】 

サービス種別 
施設数（定員数） 

東部圏域 北部圏域 南部圏域 西部圏域 計 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1か所 1か所 - 1 か所 3か所 

夜間対応型訪問介護 1か所 - - - 1 か所 

地域密着型通所介護（定員数） 
6か所 

（70 人） 

6か所 

（88 人） 

5か所 

（57 人） 

13か所 

（160人） 

30か所

（375人） 

認知症対応型通所介護（定員数） 
2か所 

（24 人） 

2か所 

（24 人） 

2か所 

（24 人） 

4か所 

（50 人） 

10か所

（122人） 

小規模多機能型居宅介護(登録者数) 
1 か所 

（29 人） 

1か所 

（20 人） 

1か所 

（24 人） 
- 

3 か所 

（73 人） 

看護小規模多機能型居宅介護 - - - - 0 か所 

認知症対応型共同生活介護 

（認知症高齢者グループホーム） 

5か所 

(63 人) 

2 か所 

(36 人) 

3 か所 

(24 人) 

3 か所 

(34 人) 

13 か所 

(157 人) 

（令和 2年 9月現在） 

【高齢者の住まい等の整備状況】 

種 別 施設数 定員（戸）数 

住宅型有料老人ホーム 1か所 7 人 

サービス付き高齢者向け住宅 3か所 164 戸 

軽費老人ホーム（都市型含む） 2か所 50 人 

福祉住宅 15 か所 238 戸 

高齢者向け優良賃貸住宅 4か所 85 戸 

安心住まい提供事業 22 団地 165 戸 

（令和 2年 9月現在） 

目指す姿

○心身、経済及び家族など、それぞれ異なる環境にある高齢者が住み慣れた地域で安心して、本

人の状態が変化しても自分らしく暮らし続けることを目指します。 

○高齢者の様々な暮らし方を支える「住まい」や「サービス」が地域にバランスよく配置され、

高齢者本人を取り巻く環境が変化しても、求めるサービス等が継続して提供されていることを

目指します。 

施策指標

施策指標 現状 方向性 

特別養護老人ホーム(介護老人福祉施設)待機者数 

（うち優先度の高い方・医療行為の必要な方） 

521 人 

(253 人・60人) 

減少 

（減少） 

特別養護老人ホームの稼働率 （※） 90.8％ 向上 

※稼働率は、令和元年度の介護報酬に基づく延べ利用日数／定員数＊年間日数で算出 
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目指す姿の実現に向けた主な取組み 

（１）住み慣れた地域で安心して暮らすための多様な住まいの確保 

第 7期の実施状況 

○「特別養護老人ホーム養浩荘」の老朽化に伴い、区内での移転建て替えを行いました（令和

元年 6月より「池袋ほんちょうの郷」に名称変更）。これにより、多床室からユニット型へ

の転換が図られ、定員が 10 人増加しました。 

○複数の区が共同利用できる特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）が板橋区に整備されまし

た。 

○介護付有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護）が 1施設（定員 58人）整備されました。 

○サービス付き高齢者向け住宅が 1施設（定員 78人）整備されました。 

第 8 期の取組み 

○認知症になっても、住み慣れた地域で、家庭的な環境の中で日常生活における支援を受けな

がら、安心して暮らすことができる、認知症高齢者グループホームの整備を進めます。 

○介護付有料老人ホームをはじめとする、特定施設入居者生活介護の基盤整備にあたっては、

より良好な施設となるよう誘導方策について検討し、事前相談の仕組みなどを活用して整備

推進を図ります。 

○特別養護老人ホームについては、待機者の実態把握に努めるとともに、認知症高齢者グルー

プホーム、介護付有料老人ホームなどの居住系サービス基盤の整備状況や、既存施設での医

療的ケアの提供などの進捗状況を踏まえながら、適切な機能・規模等について検証を行い、

必要に応じて整備を行います。 

○サービス付き高齢者向け住宅の整備においては、東京都の補助制度などの活用をはじめ、面

積や設備、バリアフリー化など一定の基準を満たす質の高い施設について、整備を誘導しま

す。 

○介護医療院は、日常的な医学管理、ターミナルケア、看取りに対応する長期療養・生活のた

めの施設であり、令和 5（2023）年度の廃止期限を迎える介護療養型医療施設からの転換に

ついて運営事業者の意向に基づき適切な支援を行うとともに、今後の要介護者の医療ニーズ

の動向などを踏まえ、必要に応じて整備を検討します。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

認知症高齢者グループホームの整備定員数 157 人 247 人 

介護付有料老人ホームの定員数 326 人 626 人 
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（２）在宅生活の継続を支えるための環境整備 

第 7期の実施状況 

○小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護について、事業者の公募を実施し

ました。（選定実績なし） 

○住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の供給を促進することを目的として、登録住宅

を対象に家賃低廉化、少額短期保険料、住宅改修、家賃債務保証料などを補助する住宅セー

フティネット事業を開始しました。（令和元年度より） 

○見守りなどの居住支援サービスを利用する高齢者の住宅確保の推進に向けて、区内の不動産

団体、居住支援法人と居住支援に係る包括連携に関する協定を締結しました。 

第 8 期の取組み 

○利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、通いサービスを中心に、

訪問サービス、及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることができる「小規模多機能型居宅

介護」の拠点整備を進めます。 

○中重度の要介護者の増加、医療的ケアが必要な方等の在宅生活を支えるため、小規模多機能

型居宅介護に訪問看護を組み合わせた「看護小規模多機能型居宅介護」や、日中・夜間を通

じた「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」の拠点整備を進めます。 

○ショートステイ（短期入所生活介護）については、在宅生活の継続を支えるサービスとして

区内に一定の整備が進んでいることを踏まえ、利用者ニーズや既存施設の稼働状況などを考

慮しながら、介護保険施設や居住系サービスでの空き室利用なども含め、多様なショートス

テイのあり方について検討していきます。 

○高齢者の身体機能の低下に対応した住宅改修を促進するため、介護保険サービスの住宅改修

に加え、高齢者自立支援住宅改修助成を行い、高齢者の安心・快適で自立した生活を支援し

ます。 

○住宅の確保が困難な高齢者が住み慣れた地域で継続して居住できるよう、引き続き、家賃助

成、住宅情報の提供、身元保証、同行サービスなどの入居支援を行います。 

○セーフティネット住宅の登録及び補助制度の活用促進を図るとともに、居住支援協議会によ

る福祉部門と住宅部門の連携を通じて、高齢者の民間賃貸住宅への円滑かつ継続した入居支

援の仕組みづくりを検討します。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

小規模多機能型居宅介護の拠点数（登録定員数） 3 か所（73人） 6 か所（160 人） 

看護小規模多機能型居宅介護の拠点数（登録定員数） 0 か所（0人） 2 か所（58人） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の拠点数 3 か所 4 か所 
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（３）住まいやサービス施設の機能向上 

第 7期の実施状況 

○特別養護老人ホーム養浩荘（定員 50 人）の老朽化に伴い、区内での移転建て替えを行い、

多床室からユニット型へ転換をしました。 

○認知症高齢者グループホームについて、事業者の公募を実施しました。（選定実績なし） 

○土地所有者等を対象とした認知症高齢者グループホーム等の整備に関する説明会を実施し

ました。（2回） 

第 8 期の取組み 

○地域密着型サービスの整備にあたっては、豊島区が高密で連続した市街地として機能して

いることを踏まえ、サービス提供に偏りが生じないよう日常生活圏域に配慮をしながら、

区内全域において整備を推進します。 

○地域密着型サービス等の運営を希望する事業者の選定にあたっては、公募等を活用するな

ど、公平性を確保しながら、より質の高い事業者の参入を促します。 

○整備費や用地確保に要する経費、開設に要する経費等に対して補助を行い、整備事業者の

負担軽減を図るとともに、質の高い施設が整備されるよう誘導します。 

○必要性の高い地域密着型サービスの普及促進を図るため、独自報酬を導入します。

○特定施設入居者生活介護の施設整備にあたっては、事前協議の際に、同意基準を設けると

いった、良好な施設が整備されるような誘導方策について検討します。 

○事業者連絡会や地域ケア会議などを通じて、施設間の連携やケアマネジメントの連携強化

に向けた方策を検討します。 

○老朽化した施設の機能維持・継続、防災・減災への対応、新型コロナウイルスをはじめとす

る感染症拡大防止の観点から、建物の改修や設備の更新に向けた支援をします。

○介護施設等において、利用者へのサービス改善や職員の負担軽減等に資する lCT 技術の活

用等が促進されるよう必要な支援策を検討します。

○介護サービス基盤を整備、充実していくためには、介護人材の確保・育成等が重要となりま

す。介護人材の確保・定着・育成に向けた支援、介護現場における業務の効率化に向けた取

組みを進めます。（施策 7「介護サービスの質の向上」を参照）
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施策７ 介護サービスの質の向上 

現状・課題

【介護現場の革新】 

○今後、生産年齢人口の減少する中においても、自立支援・重度化防止に資する介護サービス

が提供されていく体制を整えていくためには、その基盤の整備を進めるだけでなく、それを

支える介護人材の確保・定着・育成への支援や介護現場における生産性の向上、業務の効率

化など、介護現場の革新に向けた取組みを進めていくことが重要です。 

○令和元年の介護サービス事業所調査では、区内事業所の 56.7％が「経営状況が厳しい」と回

答しており、経営基盤の強化に向け対策が求められます。 

○特に、中小介護事業者が 8割以上といえる豊島区においては、介護事業者単独でこうした課

題へ対応していくことは困難といえ、豊島区と介護事業者が連携して、介護サービスの質を

担保していくことが、介護サービス利用者にとって必要不可欠です。 

○豊島区では、介護サービス事業者への支援策として、介護職員の資格取得・スキルアップ支

援や、管理者や経営者層へ向けた研修等の支援を実施してきました。 

【生活期リハビリテーションの充実】 

○国は令和 2 年 8 月に「介護保険事業計画における要介護者等に対するリハビリテーション

サービスの提供体制の構築に関する手引き」（以下「手引き」といいます。）を作成し、第 8

期計画で、介護の状態に応じて適切にリハビリテーションが利用できるよう、取組みと目標

を設定する手法を示しました。 

○要支援・要介護者が、必要性に応じてリハビリテーションが利用できるよう、急性期・回復

期のリハビリテーションから生活期リハビリテーションへ、切れ目のないサービス提供体制

を構築することが求められています。 

○通所リハビリテーションと訪問リハビリテーションの豊島区の利用率は、経年では伸びてき

ているものの、国や東京都、近隣区と比較すると低い状態です。 

○生活期リハビリテーションの充実には、居宅介護支援事業者をはじめとした、介護事業者へ

の継続的な説明と研修の実施が不可欠です。 

【介護サービス利用者の選択を支える取組み】 

○介護サービスの質の向上を図るうえで、利用者による選択を担保することや、第三者の目線

でサービスを評価すること、サービスを利用した結果、利用者の自立支援や重度化防止につ

ながっているかを客観的に評価していく仕組みの構築が必要です。 

○新型コロナウイルス感染症の感染予防対策など、新たな課題に直面する中で、介護サービス

の質を保ちながら、介護サービス利用者と家族を支えるための取組みを支援していく必要が

あります。 
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豊島区における介護サービスにおける質の向上に向けた概念図 

出典：【自治体向け手引き】より良い職場・サービスのために今日からできること（業務改善の手引き） 

を豊島区において一部改変 

目指す姿

○介護サービス利用者が過不足なく、質の高い介護サービスを受けることができる環境を整える

ことで、在宅生活の限界点を引き上げます。 

○特に、介護の状態に応じたリハビリテーションが、計画的に提供されるよう体制を構築するこ

とで、生活の質の向上を目指します。 

○介護事業者による生産性の向上や業務の効率化など、介護現場の革新に資する取組みを支援

し、介護職員が利用者に向き合う時間を増やす取組みを進めます。 

○福祉サービス第三者評価の積極的活用の支援や、介護事業における課題を考える場として、研

修等の機会の充実を図り、上記取組みへの支援を行います。 

施策指標

施策指標 現状 方向性 

65 歳健康寿命（要介護度 2）の延伸 
男性 82.35 歳 

女性 85.56 歳 
伸ばす 

訪問リハビリテーション、通所リハビリテーションの利用率 

（「（「見える化」システム、リハビリテーション指標 D39-ｄ、D39-ｇ） 

訪問リハ 1.56％ 

通所リハ 3.16％ 
上げる 
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目指す姿の実現に向けた主な取組み 

（１）介護人材の確保・定着・育成に向けた支援 

第 7期の実施状況 

① 介護職員資格取得研修費用助成 

・介護職員のスキルアップに向けたサポートをするため、介護職員への資格取得研修受講

費用の助成を開始しました。 

費用助成人数 平成 30年度 令和元年度 
令和 2年度 
(1 月末現在)

初任者研修（H30.10 開始） 4 人 8 人 11 人 

実務者研修（H30.10 開始） 2 人 22 人 16 人 

介護福祉士（H31.4 開始） - 1 人 5 人 

② 研修の開催 

・介護保険事業者連絡会等において、以下の研修を開催しました。 

（ア）事業運営者・従事者を対象にした介護現場におけるハラスメント対策に関する研修 

（イ）特定処遇改善加算、働き方改革に伴う賃金制度の見直しに関する雇用管理改善セミ 

ナー 

・指定地域密着型サービス事業所等に従事する職員を対象に、認知症介護の専門職員を養

成するため、認知症介護実践者研修を実施しました。 

③ 普及啓発 

・将来の介護の担い手に向けた対策として、「マンガでわかる！介護のお仕事」を発行し、

区内中学校へ配布し、介護の魅力を伝える取組みを開始しました。 

第 8 期の取組み 

① 介護職員資格取得研修費用助成の充実 

・介護職員への資格取得研修受講費用の助成を継続して実施するとともに、さらなる拡充

に向けた検討や利用者増に向けた周知の強化を図ります。 

② 介護職員向け研修の充実 

・介護事業者に向けて実施する研修について、経営者層から若手の介護職員まで体系的に

提供することで、さらなる人材育成の支援を進めます。 

・研修の体系化にあたり、区内介護事業者による連携や職員の交流、介護現場における業務

の効率化やハラスメント対策、認知症への対応などの課題に即したテーマを組み込んだ

ものとなるよう検討を進めます。 

③ 普及啓発 

・将来の介護の担い手に介護の魅力を伝える取組みを拡充し、生の介護職員の声を反映さ

せるなど内容の充実したパンフレットを発行します。 
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④ 新たな支援策の検討 

・介護サービス事業所への支援策の検討にあたり、給付適正化などの取組みと連携して事

業所の課題を把握します。 

・介護人材の確保・定着に向けた支援や、介護現場の革新に向けた取組みを区内介護事業者

などと連携しながら検討・推進していくため、（仮称）介護人材プラットフォームの設置

を目指します。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

費用助成の実施件数（初任者、実務者、介護福祉士の合計件

数）（令和元年度） 
31 件/年 50 件/年 

「介護のお仕事パンフレット(仮称)」配布部数 850 部 1,000 部 

（２）介護現場における業務の効率化に向けた取組み 

第 7期の実施状況 

① lCT 化の促進による業務の効率化、生産性の向上 

・指定居宅介護支援事業者等の指定において、義務化されていた提出文書について、介護事

業者支援サイト・豊島区ケア倶楽部でデータを公開し、作成文書・データの標準化を行い

ました。 

② 文書量の削減等を通じたサービスの質の向上 

・厚生労働省令等に従い、以下の項目について削減・簡素化を実施しました。 

（ア）指定居宅介護支援事業者等の指定における義務化されていた文書の提出 

（イ）実地指導における準備書類 

③ 中小介護事業者による連携、経営基盤の強化 

・平成 30 年 11 月より中小介護事業者の連携の必要性や連携による経営基盤の強化、中小

介護事業者による事業協同組合の設立に

向けた勉強会として、「豊島区介護事業経

営カレッジ」を開始しました。 

・令和 2年 6月には、この「豊島区介護事業

経営カレッジ」に参加した事業者を中心と

した事業協同組合が一団体設立されまし

た。 

介護事業経営カレッジの様子
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第 8 期の取組み 

① lCT 化の促進による業務の効率化、生産性の向上 

・地域密着型サービス事業所等から区に提出する必要のある指定に関する書類について、

従前の持参、郵送に加えて電子メールによる

方法を検討・実施します。 

・lCT やオンライン会議ツールを活用した会議

や研修を実施し、非常時においてもこうし

たツールを活用できるよう、事業者への働

きかけを行います。

② 文書量の削減等を通じたサービスの質の向上 

・国が設置する「介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会」での審議状況に応じ

た、文書量削減のための取組みを検討・実施していきます。 

③ 介護事業者支援サイトのリニューアル 

・区内介護事業者向けの情報サイトについて、情報検索性の向上を図ることで、介護事業者

が必要な情報を得やすくするためのリニューアルを実施します。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

事業者検索システムのアクセス数（月平均） 2,800 件 3,000 件 

居宅介護支援及び地域密着型サービスを提供する事業所にお

ける「LlFE(※)」等に対応した介護ソフトの導入割合 
- 80％ 

※LlFE：科学的介護情報システム（Long-term care lnformation system For Evidence；LlFE ライフ） 

令和 3年 4月 1日より、VlSlT 及び CHASE について、統一名称を用いた一体的な運用が開始される予定 

（３）介護サービス利用者の選択を支える取組み 

第 7期の実施状況 

① 福祉サービス第三者評価受審に係る費用の助成 

・事業者の外部評価の受審を促進し、主体的な介護サービス向上の取組みを支援するため、

東京都福祉サービス評価推進機構の認証評価機関による、福祉サービス第三者評価を受

審する際の費用の一部又は全部を助成しました。 

・地域密着型サービス事業所の指定に際して、地域密着型サービス運営委員会から意見の

あった以下の項目について、事業の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付

しました。 

(ア) 福祉サービス第三者評価の受審 

(イ) 介護サービス情報の公表制度における報告及び公表 

(ウ) 運営推進会議等の定期的な開催等 

オンライン研修の様子
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② 介護相談員事業 

・養成研修を終了し委嘱した区民の方が、区内の特別養護老人ホームを定期的に訪問し、利

用者や家族からの相談や要望を聞きとり、施設の管理者や生活相談員へ伝え、介護サービ

スの改善・向上に努めました。 

第 8 期の取組み 

① 福祉サービス第三者評価受審に係る費用の助成 

・外部評価の受審を促進するため、費用の助成は継続し、運営推進会議等において地域の関

係者に評価結果を共有し、助言を得るための環境を整備します。 

② 地域密着型サービスの指定に際して必要と認める条件 

・事業の適正な運営を確保するため、地域密着型サービス運営委員会から意見を受け、地域

密着型サービス事業所が提供する、サービスの質の向上に資する条件を検討し見直しま

す。 

③ 介護相談員事業の充実 

・介護相談員を増員し、区内 10 カ所すべての特別養護老人ホームを定期的かつ、施設の規

模に合わせて、一施設の訪問人数を増やして、さらなる相談体制の充実を図ります。 

④ 生活期リハビリテーションの充実 

・利用者の生活機能の改善・悪化防止の視点に立った、リハビリテーションに関するケアプ

ランの位置づけについて研修等を行い、ケアマネジャーへの理解を深めていきます。 

⑤ 介護事業者検索システムのリニューアル 

・区ホームページで公表している事業者検索システムを、利用者にとってより使いやすく多

くの情報を得られるようリニューアルを実施します。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

介護相談員訪問回数 
83 回 

(令和元年度実績)
100 回 

指定地域密着型サービス事業所における第三者評価受審割合 13％ 65％ 
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施策８ 介護給付適正化の取組み（第５期介護給付適正化計画） 

現状・課題

○介護サービスに対するニーズの増加が見込まれる中、介護保険制度への信頼性を確保していく

には、高齢者の自立した日常生活のために必要な質の高いサービスを提供していくと同時に、

財源と人材をより効果的・効率的に活用していくことが重要です。 

〇国の基本指針でも第７期計画から、介護給付適正化事業の実施主体である保険者が、本来発揮

するべき保険者機能の一環として、具体的な取組みを主体的に実施することが示されました。 

○豊島区では、介護給付適正化の取組み（第 4期給付適正化計画）を第 7期計画と一体のものと

して策定し、介護給付適正化に向けて着実に実施することとされている主要 5 事業（※)を実

施するとともに、それ以外の適正化に資する取組みとして、給付実績の活用や実地指導を実施

し、介護給付の適正化を進めてきました。 

○各事業について、地域の状況を十分に踏まえた上で、それぞれ取り組む内容と目標値を設定し

実施してきましたが、3か年の中でいくつか目標を達成できなかったものがありました。 

○未達成の目標については、要因を分析し、目標の再設定を含め、目標を達成するための体制整

備や、作業の効率化に向けた具体策の検討等を実施する必要があります。 

〇また、指定介護サービス事業所に対して、介護給付適正化事業で得られた結果に基づいた支援

策を検討していく必要があります。 

※主要 5事業：要介護認定の適正化、ケアプラン点検、住宅改修等点検、縦覧点検・医療情報との突合、給付費通

知の5つの事業をいう。 

目指す姿

○介護サービスを必要とする方を適切に認定し、真に必要とする過不足のないサービスを指定介

護サービス事業所等がルールに従って適切に提供を促すことで、適切なサービスの提供の確保

と、介護給付の適正化を推進します。 

○自立支援・重度化防止という介護保険の理念を保持し、制度の持続可能性を確保するため、こ

の取組みを「第 5期介護給付適正化計画」として位置づけ、主体的・積極的に取り組んでいき

ます。

施策指標

施策指標 現状 方向性 

平均重度化率（都平均との差の縮小） 
都平均より 1.1%

高い（令和元年度）

都平均に 

近づける 

ケアプラン点検の実施件数 171 件 拡大 
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目指す姿の実現に向けた主な取組み 

（１）要介護認定の適正化

要介護認定の適正化とは、要介護認定が、全国一律の基準で適正に実施されるよう、認定調査と認

定審査の平準化を図ることです。 

第 7 期の実施状況 

○一次判定から二次判定への重度・軽度変更率が東京都平均・全国平均より高いため、事例検

討会や合議体長の連絡会等を通じて、業務分析データを活用し豊島区の傾向を提示するこ

とにより、客観的に豊島区の傾向を把握し、重度・軽度変更率の差の改善を図りました。 

○豊島区の各合議体の重度・軽度変更率データを示し、模擬事例審査会を行うことにより、全

審査委員に平準化に向けて意識向上を図りました。 

○認定調査票の選択肢について全国平均値や東京都平均値との乖離をなくすため、業務分析

データを活用しながら調査員研修を実施しました。 

○厚生労働省の認定調査員向け eラーニングの受講を義務付け、定義の理解を深めました。

第 8期の取組み 

○東京都との重度・軽度変更率の差は縮小されてきていることを受け、引き続き各合議体の

審査判定の特徴をデータで示し、今後は豊島区の合議体間の認定結果の平準化に更に取り

組みます。 

○引き続き認定調査の平準化に向け、業務分析データの活用、eラーニングの誤答率の高い項

目等を中心に研修内容の充実を図るとともに、調査員等へ現任研修参加の義務づけを行い

研修参加率の向上を目指します。 

〇要介護認定を遅滞なく適正に実施するために、認定の簡素化等も踏まえながら必要な体制

の計画的な整備を図ります。

事業指標 

事業指標 現状 目標 

合議体の平均重度変更率 15.8％ 15.0％ 

合議体の平均軽度変更率 2.1％ 1.8％ 

認定調査員現任研修参加率 94.1％ 95％以上 

申請から認定までの日数 35.7 日 35.0 日 

（２）ケアプラン点検 

ケアプラン点検とは、区職員等が、ケアマネジャーの作成したケアプランを共に点検し、自立支援

に資するケアマネジメントの向上につなげることを目的としています。 
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第 7 期の実施状況 

○具体的なケアプラン点検の実施に向けて、国が定めた指針に従い区実施要綱の策定を行い、

点検の趣旨をケアマネジャーに周知する機会を設け、点検の目標を共有しました。 

○ケアプラン点検は、３つの実施方法を組み合わせて指導・助言を行いました。 

(ア)居宅介護支援事業所等の実地指導と一体的に実施。 

(イ)個別の機会を設け東京都が作成したガイドラインに沿って実施。 

(ウ)給付実績の活用と連携し重点項目に該当するケアプランを居宅介護支援事業所等から

提出を求めて実施。 

〇当該実施結果について説明会を開催し、ホームページによる情報提供等を通じて居宅介護

支援事業所等にフィードバックを行い、問題点・課題点の共有をして、区としての考え方を

伝達しました。

第 8期の取組み 

○区実施要綱に基づき、区指導方針・年間計画に従い、定期的・計画的にケアプラン点検を実

施します。当該区指導方針の作成に際して、他の給付適正化対策事業と連携し、効果的な事

業実施に向けて取り組みます。 

〇毎年作成する区指導方針等について説明会等を継続して開催し、ケアマネジャーと共にケ

アプラン点検を行う意義を共有します。 

○実施方法は第 7 期の取組みを継続します。効果的なケアプラン点検を実施するために定期

的に課題分析を行い、基本方針等と連携をして、指定居宅介護支援事業所に対して区の基

準・考え方を提示します。

事業指標 

事業指標 現状 目標 

ケアプラン点検の実施件数 
171 件 

(令和元年度実績) 
250 件 

ケアプラン点検に関する説明会 1 回 １回 

（３）住宅改修等点検 

住宅改修等点検とは、介護サービス利用者の心身の状況等を踏まえた、適切な住宅改修や福祉用

具の利用がなされているか点検を行うことで、適正な給付の実現を目指すものです。

第 7期の実施状況 

○住宅改修及び特定福祉用具購入の書類審査において疑義が生じたものについては、介護サ

ービス利用者宅を適宜訪問するなどして、給付内容の適正化を図りました。 

○事業者連絡会やケア倶楽部、ホームページ等のツールを用いて、国が示した住宅改修の見
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積もり様式や福祉用具貸与に係る全国平均貸与価格と上限価格の周知を図るなどして、事

業者に対して給付適正化の普及啓発を行いました。 

○軽度者に対する福祉用具貸与に関しては、申請時に、貸与する福祉用具が、自立支援に資す

るかどうかの観点から点検を行い、ケアマネジャーに対して、個別に面談・確認し、貸与品

の利用に関して適正化を図りました。

第 8期の取組み 

○住宅改修費の事前申請において、工事見積書の点検を行い、改修内容に疑義の生じたもの

については、改修工事を施工する前に、介護サービス利用者の状態や改修内容について十

分な確認を行います。 

○また、事後申請においても、竣工写真等により、事前申請の内容と整合が取れない場合や疑

義が生じた場合には、必要に応じて介護サービス利用者宅を訪問し、施工状況等を点検す

るなどして給付の適正化を図ります。 

○特定福祉用具の購入者や福祉用具貸与者に対して実態調査を行い、効果の実態の把握に努

め、その結果を、点検内容等に反映させていきます。 

○リハビリテーション専門職等による専門的視点からの点検を拡充するとともに、書類点検

を行う職員との定期的な情報交換や事例検討の機会を設け、点検内容の拡充を図っていき

ます。

事業指標 

事業指標 現状 目標 

住宅改修・特定福祉用具購入申請時の点検件数 1,570 件 1,500 件 

住宅改修・特定福祉用具購入に関する現地調査件数 9件 10 件 

（４）縦覧点検・医療情報との突合 

縦覧点検とは、東京都国民健康保険団体連合会（以下「国保連」といいます。）から送付された介

護報酬の支払い状況を確認し、提供されたサービスを点検することで、請求内容の誤りなどを早期

に発見し、適切な処理を行うことです。医療情報の突合は、後期高齢者医療や国民健康保険の入院情

報と介護給付の突合を行い、整合性を確認するものです。

第 7期の実施状況 

○毎月、国保連から提供される縦覧点検・医療情報との突合リストの全件の点検を実施し、請

求内容の誤りや疑義が生じたものについて、事業所に確認を行い、適切な処理を行うよう

指導しました。 

〇国保連が主催する給付適正化システム研修会に参加して情報収集を行うとともに、出張説

明を依頼し、点検する職員のスキルアップを図りました。 
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第 8 期の取組み 

○縦覧点検、医療情報との突合リストについては、事業者への照会・確認から過誤申立書の作

成・過誤処理までの一連の業務を実施するとともに、点検内容の拡充を図るため、研修等の

機会を活用し、より効果的な点検手法について情報を収集し、リストの活用を図ります。 

事業指標 

事業指標 現状 目標 

医療情報との突合・縦覧点検件数 1,577 件 1,600 件 

（５）給付費通知 

介護保険・総合事業のサービス利用者や家族に、より適正な利用を促すため、給付費通知を発送

し、給付の内訳を確認いただくとともに、制度改正や適正な給付の利用に関する普及啓発を図りま

す。 

第 7 期の実施状況 

○毎年、8 月と 12 月の 2 回に分けて、介護保険・総合事業のサービス利用者やご家族に各

4,000 通の給付費通知を送付し、給付内訳を確認していただくとともに、適正なサービス利

用につながるよう、適宜、同封するＱ＆Ａの内容見直しを行いました。 

第 8 期の取組み 

○給付費通知を送付する際、通知の範囲を効果の期待できる対象者・対象サービスにしぼり

こむ工夫や、認定の更新・変更の時期など受給者の理解を求めやすい適切な送付時期につ

いて検討し、より効果が上がるよう取組みを進めていきます。 

○同封する説明文書やＱ＆Ａの見直しを行い、受け取った通知内容を理解できるようにする

ための工夫を行うとともに、自己点検リストの作成など効果的な方法を検討し、実施しま

す。

事業指標 

事業指標 現状 目標 

給付費通知の送付件数 8,000 件 8,000 件 

（６）給付実績の活用・実地指導等 

 給付実績の活用とは、給付実績について分析を行い、サービス内容の確認の他、効率的・効果的な

活用方法を検討し、ケアプラン点検や実地指導等、他の事業にも活用できる帳票を選定・点検するこ

とをいいます。 
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実地指導とは、区職員等が指定介護サービス事業所等へ出向き、適正な事業運営が行われている

か確認するものです。指定介護サービス事業所等の育成・支援に主眼を置きつつ、法令に従った事業

所の運営、及び適正な介護報酬の請求の点検により介護サービスの質の確保の実現につながること

を目的としています。 

第 7 期の実施状況 

○給付実績を分析するための独自システムにより、要介護認定調査の内容と給付実績を突合

し、心身の状態と給付の実績に疑義が生じている内容の抽出を行い、居宅介護支援事業所

に対して、ケアプランの再点検や適正化を促すため、ヒアリングシートを作成・送付しまし

た。 

○厚生労働省が示した「実地指導の標準化・効率化等の運用指針」に従い、実地指導の標準

化・効率化を目的に区指導実施要綱の改正を行いました。 

○実地指導を継続的に実施することで、区指導方針に位置付けた重点項目について、介護サ

ービス事業者等の取組みにより指摘の減少傾向がみられました。 

○新型コロナウイルス感染症の影響により、実地指導に先立って実施する集団指導について

は、講習会形式の開催ができず、ホームページによりケアマネジャーへ周知しました。また

指定介護サービス事業所等に対する実地指導は、当初の計画の約 6割の実施でした。 

第 8 期の取組み 

○独自システムを活用し、ヒアリングシートを作成するとともに、その効果について検証を

行い、年間を通して定期的に実施します。 

○事業所が算定している各種加算の取得状況等について、独自システムの活用により、地域

におけるサービス提供体制の現状を把握し、目指すべきサービス提供体制を構築するため

の分析・検討を行います。 

○区指導実施要綱に基づき、区指導方針・年間計画に従い、定期的・計画的に実地指導を実施

します。

事業指標 

事業指標 現状 目標 

ヒアリングシートの送付件数 20 件 30 件 

実地指導の実施件数 77 件 92 件 


